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まとめ資料比較表 〔46条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

目次 

46-1 SA 設備基準適合性 一覧表

46-2 単線結線図

46-3 配置図

46-4 系統図

46-5 試験及び検査

46-6 容量設定根拠

46-7 接続図

46-8 保管場所図

46-9 アクセスルート図

46-10 その他設備

46-11 代替自動減圧機能について

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について

46-13 原子炉建屋ブローアウトパネルについて

46-14 各号炉の弁名称及び弁番号

46条 補足説明資料 

46-1 ＳＡ設備基準適合性 一覧表

46-2 単線結線図

46-3 配置図

46-4 系統図

46-5 試験及び検査

46-6 容量設定根拠

46-7 接続図

46-8 保管場所図

46-9 アクセスルート図

46-10 その他設備

46-11 代替自動減圧機能について

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について

46-13 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルについて

・島根２号炉は単独申請であり，

該当資料なし 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

46補-1



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

46-1

SA設備基準適合性 一覧表 

46-1 SA設備基準適合性 一覧表

46補-2



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

逃がし安全弁 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 

原子炉格納容器内設備 Ａ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図，46-8 保管場所図 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

弁（空気作動弁） Ｂ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外  

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 46-2 単線結線図，46-3 配置図，46-4 系統図 
 

 

46補-3



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉棟内設備，その他の建物内設備 Ｂ，Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
２
号 

操作性 操作不要 － 

関連資料 ― 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 

 
その他 Ａｅ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 
46-3 配置図，46-11 代替自動減圧機能について， 

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について 

第
６
号 

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 重大事故等への対処を本来の目的として設置するもの Ａ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内  Ａａ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 46-3 配置図，46-11 代替自動減圧機能について 
 

 

  

46補-4



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

自動減圧起動阻止スイッチ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 46-3 配置図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 
46-3 配置図，46-11 代替自動減圧機能について， 

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 46-3 配置図，46-11 代替自動減圧機能について 

 

 

46補-5



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

代替自動減圧起動阻止スイッチ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 46-3 配置図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 その他 Ａｅ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 
46-3 配置図，46-11 代替自動減圧機能について，46-12 代替自動減圧

機能に関する健全性について 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 － 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 46-3 配置図，46-11 代替自動減圧機能について 

 

・設備の相違 

  

46補-6



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬） 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図 

第
２
号 

操作性 工具，設備の運版・設置，接続作業 
Ｂｂ，Ｂ

ｃ，Ｂｇ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
その他電源設備 Ｉ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図，46-7 配置図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図 

第
３
項 

第
１
号 

可搬型 SAの容量 負荷に直接接続する可搬型設備 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 ボルト・ネジ接続 Ａ 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図 

第
５
号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 46-3 配置図 

第
６
号 

アクセスルート 屋内アクセスルートの確保 Ａ 

関連資料 46-9 アクセスルート図 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 46-2 単線結線図，46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 配置図 
 

・設備の相違 

  

46補-7



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備の相違 

46補-8



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

逃がし安全弁逃し弁機能用アキュムレータ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 

原子炉格納容器内設備 Ａ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図，46-8 保管場所図 

第
２
号 

操作性 操作不要 － 

関連資料 － 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

容器（タンク類） Ｃ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外  

関連資料 46-4 系統図 

第
６
号 

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 － 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 46-2 単線結線図，46-3 配置図，46-4 系統図 
 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬） 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれが

ない） 
－ 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図，46-8 保管場所図 

第
２
号 

操作性 工具，設備の運搬・設置，弁操作，接続作業 
Ｂｂ，Ｂｃ，

Ｂｆ，Ｂｇ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
容器（タンク類） Ｃ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 46-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図 

第
３
項 

第
１
号 

可搬型 SAの容量 負荷に直接接続する可搬型設備 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 専用の接続 Ｄ 

関連資料 46-7 接続図 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 46-3 配置図，46-7 接続図 

第
５
号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備あり） Ａａ 

関連資料 46-3 配置図，46-8 保管場所図 

第
６
号 

アクセスルート 屋内アクセスルートの確保 Ａ 

関連資料 46-9 アクセスルート図 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図，46-7 接続図，46-8 保管場所図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル 
類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 

原子炉棟内設備，屋外設備 Ｂ，Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
２
号 

操作性 （操作不要） 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

その他 Ｍ 

関連資料 46-5 試験及び検査 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 46-4 系統図 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外  

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 

第
６
号 

設置場所 （操作不要） 対象外 

関連資料 46-3 配置図 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対象施設の系統及び機器の容量等が十分 Ｂ 

関連資料 46-6 容量設定根拠 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 46-3 配置図，46-4 系統図 
 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び7 号炉 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

 

 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

46条： 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備 

残留熱除去系注水隔離弁 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 

原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 
（周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い） 
－ 

関連資料 － 

第
２
号 

操作性 弁操作 Ｂｆ 

関連資料 － 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

弁（電動弁） Ｂ 

関連資料 － 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外  

関連資料 － 

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 － 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 流路，その他設備 対象外 

関連資料 － 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 － 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 － 
 

・設備の相違 

  

 

46補-12



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

46-2 

単線結線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-2 単線結線図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 6号炉 直流電源単線結線図 

 

 

 

図１ 代替電源系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

図2 7号炉 直流電源単線結線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

図3 6号炉 代替自動減圧機能の電源概要図 

 

 

 

 

 

図２ 代替電源系統図（代替自動減圧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

図4 7号炉 代替自動減圧機能の電源概要図 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-3 

配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-3 配置図 

 

 

 

     ：設計基準対象施設 

 

     ：重大事故等対処設備を示す。  
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図1 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地下1 階） 

図１ 代替自動減圧機能及び自動減圧継電器盤の配置図 

46補-19



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図2 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地下3 階） 

図２ 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

46補-20



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図3 原子炉蒸気系に係る中央制御室操作盤の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地上2 階） 

図３ 中央制御室操作盤の配置図 

46補-21



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図4 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地上4 階） 

図４ 逃がし安全弁窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図5 高圧窒素ガス供給系に係る機器 

（高圧窒素ガスボンベラック）の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地上4 階） 

図５ 逃がし安全弁窒素ガス供給系に係る機器（窒素ガスボンベ）の配置図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図6 高圧窒素ガス供給系に係る機器（弁）の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地上4 階） 

図６ 逃がし安全弁窒素ガス供給系に係る機器（弁）の配置図 

46補-24



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図7 原子炉蒸気系に係る機器（逃がし安全弁）の配置図 

（6 号炉 原子炉格納容器内） 

図７ 逃がし安全弁の配置図 

46補-25



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図8 原子炉蒸気系に係る機器（アキュムレータ）の配置図 

（6 号炉 原子炉格納容器内） 

図８ 可搬型代替直流電源設備の配置図 

46補-26



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図9 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地下1 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 
図10 常設直流電源系統の配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地上4 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図11 常設直流電源系統の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地下中2 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

図12 常設直流電源系統の配置図（6／7 号炉 コントロール建屋地下1 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図13 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地下1 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

図14 代替自動減圧機能（計器）の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地下3 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図15 原子炉蒸気系に係る中央制御室操作盤の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地上2 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

図16 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地上4 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図17 高圧窒素ガス供給系に係る機器 

（高圧窒素ガスボンベラック）の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地上4 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図18 高圧窒素ガス供給系に係る機器（弁）の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地上4 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

図19 原子炉蒸気系に係る機器（逃がし安全弁）の配置図 

（7 号炉 原子炉格納容器内） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図20 原子炉蒸気系に係る機器（アキュムレータ）の配置図 

（7 号炉 原子炉格納容器内） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

図21 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地下1 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

図22 常設直流電源系統の配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地上4 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図23 常設直流電源系統の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地下中2 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

図24 常設直流電源系統の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地下1 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

図25 代替自動減圧機能（ロジック機能）の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地上2 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図26 AM 用切替装置の配置図 

（6／7 号炉 コントロール建屋地上2 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図27 原子炉建屋ブローアウトパネルの配置図 

（6 号炉 原子炉建屋地上1,2,4 階） 

図９ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの配置図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図28 原子炉建屋ブローアウトパネルの配置図 

（7 号炉 原子炉建屋地上1,2,4 階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

46-4

系統図 

46-4 系統図
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図1 代替自動減圧機能の概略回路構成 図１ 代替自動減圧機能の概略回路構成 ・設備の相違
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

図2 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 概要図 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

  

 

図3 逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安全弁(自動減圧機能付き)開放概要図 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図4 高圧窒素ガス供給系系統概要図（6 号炉） 図２ 逃がし安全弁窒素ガス供給系 系統概要図 ・設備の相違

図5 高圧窒素ガス供給系系統概要図（7 号炉） ・設備の相違

 

 

 

サプレッション・チェンバへ

サプレッション・チェンバへ

サプレッション・チェンバへ

主蒸気系へ 

アキュムレータ

アキュムレータ

A0 

MO 

MO 

MO 

MO 

A0 

 

主蒸気系へ 

A0 

主蒸気系へ 

逃がし安全弁 

(RV202-1B,1D,1E) 

逃がし安全弁 

(RV202-1G,1K,1M) 

逃がし安全弁 

(RV202-1A,1C,1F,1H,1J,1L) 

原子炉格納容器 

アキュムレータ

原子炉 

圧力容器 

自動減圧機能作動信号 

手動減圧信号 

原子炉圧力高信号 

代替自動減圧機能作動信号 

（RV202-1Bが対象） 

手動減圧信号 

原子炉圧力高信号 

手動減圧信号 

原子炉圧力高信号 

代替自動減圧機能作動信号 

（RV202-1Mが対象） 

自動減圧機能作動信号 

：重大事故等対処設備 

凡例 

A0 

MO 

：逃がし安全弁 

：電磁弁 

：アキュムレータ 

（逃がし弁機能用） 

（自動減圧機能用） 

：電動弁 

：逆止弁 

AO 

AO 

窒素ガスボンベ 

（待機側） 
窒素ガスボンベ 

MO 

窒素ガスボンベ 

（待機側） 
窒素ガスボンベ 

AO 
：空気作動弁 

：減圧弁 

：手動弁 

窒素ガス制御系 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表1 6号炉操作対象弁リスト 

操作対象弁リスト 

表１ ２号機操作対象弁リスト 

弁名称 弁番号 操作目的 状態の変化 操作場所 

Ａ－ＡＤＳ窒素ガスボンベ

出口弁（待機側） 

Ｖ227-1Ａ-11

～15 

ボンベ 

切替操作 
全閉⇒全開 

原子炉建物の 

二次格納施設外 

Ｂ-ＡＤＳ窒素ガスボンベ 

出口弁（待機側） 

Ｖ227-1Ｂ-11

～15 

ボンベ 

切替操作 
全閉⇒全開 

原子炉建物の 

二次格納施設外 

Ａ-ＡＤＳ窒素ガスボンベ 

供給元弁（待機側） 
Ｖ227-11Ａ 

ボンベ 

切替操作 
全閉⇒全開 

原子炉建物の 

二次格納施設外 

Ｂ-ＡＤＳ窒素ガスボンベ 

供給元弁（待機側） 
Ｖ227-11Ｂ 

ボンベ 

切替操作 
全閉⇒全開 

原子炉建物の 

二次格納施設外 

・設備の相違
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表2 7号炉操作対象弁リスト ・設備の相違
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図6 原子炉建屋ブローアウトパネルの概略系統図 

（インターフェイスシステムLOCA 発生時）

図３ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの概略系統図（インターフェイスシステム LOCA

発生時） 

・設備の相違

A-残留熱
除去ポンプ 

原子炉建物燃料取替階 
ブローアウトパネル 

（重大事故等対処設備） 

MO 

A-残留熱除去系

熱交換器

原子炉格納容器 

原子炉棟 

AO AO AO 

A-RHR注水弁

破損箇所 

開固着 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

柏崎刈羽原子力発電所第６号機 点検計画 

１.点検計画

島根原子力発電所２号機 点検計画 

１．点検計画 

・設備の相違
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

 柏崎 6/7は４ページ後に記載 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

・資料構成の相違

島根２号炉は４ページ前に記

載

46補-60



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

 島根２号炉は４ページ後に記

載 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図1 逃がし安全弁 構造図 図１ 逃がし安全弁構造図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図2 逃がし安全弁・安全弁機能検査系統図 図２ 逃がし安全弁・安全弁機能検査系統図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

・資料構成の相違

柏崎 6/7 は９ページ前および

２ページ後の表に記載
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

・資料構成の相違

柏崎 6/7 は４ページ前および

７ページ後に記載

46補-65



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機 点検計画 

１.点検計画

・設備の相違

系統構成の相違
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

 島根２号炉は，10ページ前に

記載 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

46補-69



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

・資料構成の相違

島根２号炉は，14ページ前に

記載
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図3 逃がし安全弁 構造図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図4 逃がし安全弁・安全弁機能検査系統図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

図5 代替自動減圧機能の試験及び検査 

 

 

 

 

 

図３ 代替自動減圧機能の試験及び検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

代替自動減圧機能の試験に対する考え方について 

1. 概要

重大事故等対処設備の試験・検査については，第四十三条（重大事故等対処設備）第 1項第 3

号に要求されており，解釈には，第十二条（安全施設）第 4項の解釈に準ずるものと規定されて

いる。 

このうち，代替自動減圧機能については，逃がし安全弁の作動信号を発信する設備であり，運

転中に試験又は検査を実施する場合には，誤操作等によりプラントに外乱を与える可能性があ

り，かつ，試験中又は検査中は機能自体が維持できない状態となるため，発電用原子炉の停止中

（定期検査時）に試験を行う設計とする。 

2. 第十二条第 4項の要求に対する適合性の整理

第十二条第 4項の要求

「安全施設は，その健全性及び能力を確認するため，その安全機能の重要度に応じ，発電用原子

炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができるものでなければならない。」 

表1 第十二条第4項の解釈の要求事項 

代替自動減圧機能の試験に対する考え方について 

１．概要 

重大事故等対処設備の試験・検査については，第四十三条（重大事故等対処設備）第１項第３

号に要求されており，解釈には，第十二条（安全施設）第４項の解釈に準ずるものと規定されて

いる。 

このうち，代替自動減圧機能については，逃がし安全弁の作動信号を発信する設備であり，運

転中に試験又は検査を実施する場合には，誤操作等によりプラントに外乱を与える可能性があ

り，かつ，試験中又は検査中は機能自体が維持できない状態となるため，原子炉の停止中（定期

検査時）に試験を行う設計としている。 

２．第十二条第 4項の要求に対する適合性の整理 

第十二条第 4項の要求 

「安全施設は，その健全性及び能力を確認するため，その安全機能の重要度に応じ，発電用原

子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができるものでなければならない。」 

表１ 第十二条第４項の解釈の要求事項 

12条 

解釈 
要求事項 適合性の整理 

7 

第４項に規定する「発電用原子炉の運転中又は停止

中に試験又は検査ができる」とは，実系統を用いた

試験又は検査が不適当な場合には，試験用のバイパ

ス系を用いること等を許容することを意味する。

使用前検査及び停止中（定期検査時）は，実系統を用いた

試験を実施する。 

8－一 

発電用原子炉の運転中に待機状態にある安全施設

は，運転中に定期的に試験または検査ができるこ

と。ただし，運転中の試験又は検査によって発電用

原子炉の運転に大きな影響を及ぼす場合は，この限

りでない。また，多重性又は多様性を備えた系統及

び機器にあっては，各々が独立して試験又は検査が

できること。 

代替自動減圧機能は，原子炉減圧信号を発信するため，誤

操作等によりプラントに外乱を与える可能性があるため，

原子炉の停止中（定期検査時）に試験を行う設計とする。 

8－二 

運転中における安全保護系の各チャンネルの機能

確認試験にあっては，その実施中においても，その

機能自体が維持されていると同時に，原子炉停止系

及び非常用炉心冷却系等の不必要な動作が発生し

ないこと。 

代替自動減圧機能は，多重性を有していないため，運転中

に試験を実施すると，その間は，機能自体が維持されない。 

また，運転中に試験又は検査を行わないため，原子炉停止

系及び非常用炉心冷却系等の不必要な動作が発生しない。 

8－三 

発電用原子炉の停止中に定期的に行う試験又は検

査は，原子炉等規制法及び技術基準規則に規定され

る試験または検査を含む。 

停止中（定期検査時）に，定期事業者検査にて試験又は検

査を実施する。 

9 

第４項について，下表の左欄に掲げる施設に対して

は右欄に示す要求事項を満たさなければならない。 

「安全保護系」 

原則として原子炉の運転中に，定期的に試験ができ

るとともに，その健全性及び多重性を確認するた

め，各チャンネルが独立に試験できる設計であるこ

と。 

代替自動減圧機能は，重大事故等対処設備であることか

ら，多重性を有しておらず，設計基準事故対処設備である

自動減圧系のような対応はできない。 
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3. 代替自動減圧機能の試験間隔の検討

代替自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，設計基準事故対処

設備の発電用原子炉の有する減圧機能が喪失した場合に期待される設備である。代替自動減圧機

能に関する信頼性評価においては，試験頻度を定期検査ごととして評価し，自動減圧系による減

圧機能が喪失し，かつ代替自動減圧機能の故障により減圧機能が動作しない状態が発生する頻度

＊は                       と十分に低いことを確認しており，定期

検査ごとの試験頻度としても信頼性は十分確保できる。 

＊46-12 参考資料参照 

以上のことから，代替自動減圧機能は，停止中（定期検査時）に試験を実施することをもって

対応するものとする。 

３．代替自動減圧機能の試験間隔の検討 

代替自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，設計基準事故対処

設備の原子炉の有する減圧機能が喪失した場合に期待される設備である。代替自動減圧機能に関

する信頼性評価においては，試験頻度を定期検査ごととして評価し，自動減圧系による減圧機能

が喪失し，かつ代替自動減圧機能の故障により減圧機能が動作しない状態が発生する頻度は 

と十分に低いことを確認しており，定期検査ごとの

試験頻度としても信頼性は十分確保できる。 

以上のことから，代替自動減圧機能は，停止中（定期検査時）に試験を実施することをもって対

応するものとする。 
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図6 AM 用切替装置（SRV）の試験及び検査（6 号炉） ・設備の相違
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図7 AM 用切替装置（SRV）の試験及び検査（7 号炉） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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図8 逃がし安全弁用可搬型蓄電池構造図 図４ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）構造図 ・設備の相違
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図9 高圧窒素ガス供給系の試験及び検査（6 号炉） 図５ 高圧窒素ガスボンベ構造図 
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図10 高圧窒素ガス供給系の試験及び検査（7 号炉） 

46補-81



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図11 ブローアウトパネルの試験及び検査 図６ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの試験および検査 
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46-6

容量設定根拠 

46-6 容量設定根拠
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・逃がし安全弁

名 称 逃がし安全弁 

吹出量 t/h/個 【設定根拠】記載 表１参照 

【設 定 根 拠】 

逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を防止するため，原子炉

格納容器内の主蒸気管に取付けられ，サプレッション・チェンバのプール水中に蒸気を放出

する。 

逃がし安全弁は，平衡型ばね安全弁（アクチュエータ付）で，以下の機能を有する。 

・逃がし弁機能

原子炉圧力高の信号により，アクチュエータのピストンを駆動して強制的に開放する。 

逃がし安全弁の逃がし弁機能における吹出し量を表 1 に示す。 

表１ 逃がし安全弁の逃がし弁機能における吹出し量 

機能 
個数 

（個） 

吹出し量 

（t/h/個） 

逃がし弁機能 

1 363 

1 367 

4 370 

4 373 

4 377 

4 380 

逃がし安全弁は設計基準事故対処設備としての安全機能を兼ね備えた設備であり，設計

基準事故対処設備としての吹出量は表 1 のとおりであり，本容量は，逃がし安全弁を必要

とする事故シーケンスにて，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要となる容

量と同等であることを確認している。 

以上のことから，重大事故等対処設備として使用する逃がし安全弁の吹出量は，設計基

準事故対処設備としての吹出量と同仕様とする。 

名 称 逃がし安全弁 

吹 出 し 量 t/h/個 【設定根拠】記載 表１参照 

【設 定 根 拠】 

逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を防止するため，原子

炉格納容器内の主蒸気管に取付けられ，サプレッション・チェンバのプール水中に蒸気を

放出する。 

逃がし安全弁は，平衡型ばね安全弁（アクチュエータ付）で，以下の機能を有する。 

・逃がし弁機能

原子炉圧力高の信号により，アクチュエータのピストンを駆動して強制的に開放する。 

逃がし安全弁の逃がし弁機能における吹出し量を表１に示す。 

表１ 逃がし安全弁の逃がし弁機能における吹出し量 

機能 
個数 

（個） 

吹出し量 

（t/h/個） 

逃がし弁機能 

２ 367 

３ 370 

３ 373 

４ 377 

逃がし安全弁は設計基準事故対処設備としての安全機能を兼ね備えた設備であり，設計

基準事故対処設備としての吹出量は表１のとおりであり，本容量は，逃がし安全弁を必要

とする事故シーケンスにて，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要となる容

量と同等であることを確認している。 

以上のことから，重大事故等対処設備として使用する逃がし安全弁の吹出量は，設計基

準事故対処設備としての吹出量と同仕様とする。 

・設備の相違
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・逃がし安全弁機能用アキュムレータ 

名 称 逃がし弁機能用アキュムレータ 

容量 L/個     （注１）(15（注２）) 

最高使用圧力 MPa 1.77 

最高使用温度 ℃ 171 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

逃がし弁機能用アキュムレータは，逃がし安全弁が逃がし弁機能により，原子炉冷却材圧

力バウンダリの過度の圧力上昇を抑えるために必要な駆動用窒素を供給する。 

 

 

1. 容量 

逃がし弁機能用アキュムレータからシリンダへの作動ガスは断熱変化（PVk＝一定）を仮定

し，逃がし安全弁全開時のアキュムレータ圧力がシリンダ圧力に対して臨界圧力以上となる

ようアキュムレータ容量を決定する。 

弁作動前のアキュムレータ容積 Va を Va1、Va2 に分割して考える。（Va1 は弁作動後もアキ

ュムレータに残る作動ガスの体積、Va2 は弁作動後シリンダ側へ移る作動ガスの体積） 

 

逃がし弁機能作動前のアキュムレータ圧力を Pa0，作動後のアキュムレータ圧力を Pa1，シリ

ンダ内圧力を Pc（＝駆動シリンダ内必要最低圧力），逃がし安全弁全開時のシリンダ容量を

Vc とすると各値に対して下記関係式が成り立つ。 

 

        Va=Va1＋Va2 

Pa0・Va1
K=Pal・Va

K     ∴Va1＝（Pal／Pa0）
1/k・Va 

Pa0・Va2
K=Pc・Vc

K     ∴Va2＝（Pc／Pa0）
1/k・Vc 

 

上記の式を整理すると下記式となり,この式を用いて逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュ

ムレータ容量を算出する。 

   
(
  
   
)

 
 

  (
   
   
)

 
 

    

 

 
 

 

名 称 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

容 量 L/個     （注１）(15（注２）) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.77 

最 高 使 用 温 度 ℃ 200 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，主蒸気逃がし安全弁が逃がし弁機能に

より，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑えるために必要な駆動用窒素を

供給する。 

 

１．容量 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータからシリンダへの作動ガスは断熱変化

(PVK=一定)を仮定し,逃がし安全弁全開時のアキュムレータ圧力がシリンダ圧力に対し

て臨界圧力以上となるようアキュムレータ容量を決定する。 

弁作動前のアキュムレータ容積 Vaを Va1,Va2と分割して考える。(Va1は弁作動後も

アキュムレータに残る作動ガスの体積,Va2 は弁作動後シリンダ側へ移る作動ガスの体

積) 

逃がし安全弁逃がし弁機能作動前のアキュムレータ圧力を Pa0，作動後のアキュムレ

ータ圧力を Pa1,シリンダ内圧力を Pc(=駆動シリンダ内必要最低圧力),逃がし安全弁全

開時のシリンダ容量を Vcとすると各値に対して下記関係式が成り立つ。 

 

Va=Va1＋Va2 

Pa0・Va1
K=Pal・Va

K     ∴Va1＝（Pal／Pa0）
1/k・Va 

Pa0・Va2
K=Pc・Vc

K     ∴Va2＝（Pc／Pa0）
1/k・Vc 

 

上記の式を整理すると下記式となり,この式を用いて逃がし安全弁逃がし弁機能用

アキュムレータ容量を算出する。 

   
(
  
   
)

 
 

  (
   
   
)

 
 

    

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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次に，逃がし弁機能は急速開要求をもつため，アキュムレータからシリンダへの作動ガスが

臨界流で流れるように，作動後の圧力バランスとして次の式を考慮する。 

 

    
  

     
  (      臨界圧力比＝ (

 

   
)

 
   
) 

Va：アキュムレータ容量(L) 

Vc：逃がし安全弁全開時シリンダ容量(L)=  

K：断熱指数                          ＝1.4 

                                     （保守的に 0℃，1.5 MPa を考慮） 

Pc：逃がし安全弁全開保持に必要なシリンダ内最低圧力(MPa〔abs〕) 

                   =  

Pa0：作動前のアキュムレータ最低圧力(MPa〔abs〕) 

                                     =1.231 

Pa1：逃がし安全弁全開時のアキュムレータ内圧力(MPa〔abs〕) 

                                     = 

 

上記から,逃がし弁機能用アキュムレータの必要容量は下記となる。 

   

上記から，逃がし機能用アキュムレータの容量（要求値）は     ℓ/個以上とし，公称値は，

要求値を上回るものとして15ℓ/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

逃がし弁機能用アキュムレータの最高使用圧力は，高圧窒素ガス供給系主配管の最高使用

圧力に合わせ1.77MPa とする。 

 

3. 最高使用温度 

逃がし弁機能用アキュムレータの最高使用温度は，原子炉格納容器の最高使用温度に合わ

せて171℃とする。 

 
 

 

次に,逃がし安全弁逃がし弁機能は急速開要求をもつため,アキュムレータからシ

リンダへの作動ガスが臨界流で流れるように,作動後の圧力バランスとして次の式を

考慮する。 

    
  

     
  (      臨界圧力比＝ (

 

   
)

 
   
) 

Va：アキュムレータ容量(L) 

Vc：逃がし安全弁全開時シリンダ容量(L)=   

K：断熱指数＝1.4 

 

Pc：逃がし安全弁全開保持に必要なシリンダ内最低圧力(MPa〔abs〕)=   

 

Pa0：作動前のアキュムレータ最低圧力(MPa〔abs〕)=1.258 

 

Pa1：逃がし安全弁全開時のアキュムレータ内圧力(MPa〔abs〕)=   

 

 

上記から,逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの必要容量は下記となる。 

 

   
(    

  

      
     )

 
   

  (    
   

     
    )

 
   

                            

 

上記から,逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの容量(要求値)は      L/個

とする。公称値は,要求値を上回るものとして 15L/個とする。 

 

２．最高使用圧力 

逃がし安全弁逃し弁機能用アキュムレータの最高使用圧力は，逃がし安全弁窒素ガス

供給系主配管の最高使用圧力に合わせ 1.77MPa とする。 

 

３．最高使用温度 

逃がし安全弁逃し弁機能用アキュムレータの最高使用温度は，原子炉格納容器の限界

温度に合わせて 200℃とする。 
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・自動減圧機能用アキュムレータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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・代替自動減圧機能 

名称 原 子 炉 水 位 低（レベル 1） 

保護目的／機能 

 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって設計基準事故

対処設備の発電用原子炉の有する減圧機能が喪失した場合におい

て，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損

傷後に発生するものに限る。）を防止するため，原子炉水位低（レベ

ル 1）及び残留熱除去系ポンプ運転状態で逃がし安全弁を作動させ

る。 

設定値 原子炉圧力容器零レベル＊より 936 ㎝以上 

【設定根拠】 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，格納容器

圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，自動減圧系の代替として，

発電用原子炉を減圧させるため，残留熱除去系ポンプ運転中のみ，自動減圧系と同様の原

子炉水位低（レベル 1）を設定する。 

 

注記＊：原子炉圧力容器零レベルは，蒸気乾燥器スカート下端から 1224 ㎝下 

 

＜補足＞ 

・炉心の著しい損傷を防止するためのシステムであることを考慮し，炉心が露出しないよ

うに有効燃料棒上端より高い設定として，原子炉水位低（レベル 1）とする。 

・逃がし安全弁の作動は冷却材の放出となり，その補給に残留熱除去系による注水が必要

であることを考慮して，残留熱除去系が自動起動する原子炉水位低（レベル 1）の設定

とする。 

 

＜参考＞ 

 

図 1 原子炉水位低（レベル 1）設定値の概要図 

 
 

 

名称 原子炉水位低（レベル１） 

保護目的／機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって設計基準事故対

処設備の原子炉の有する減圧機能が喪失した場合において，炉心の

著しい損傷及び格納容器破損を防止するため，原子炉水位（レベル

１）及び残留熱除去ポンプまたは低圧炉心スプレイポンプが運転し

ている状態で逃がし安全弁を作動させる。 

 

設定値 気水分離器下端※より 381cm以下 

【設定根拠】 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，格納容器

圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，自動減圧系の代替として原

子炉を減圧させるため，残留熱除去ポンプまたは低圧炉心スプレイポンプ運転中のみ，自

動減圧系と同様の原子炉水位低（レベル１）を設定値とする。 

 

注記※：気水分離器下端レベルは，原子炉圧力容器零レベルより 1328cm上 

 

＜補足＞ 

・炉心の著しい損傷を防止するためのシステムであることを考慮し，炉心が露出しないよ

う有効燃料棒上端より高い設定として，原子炉水位低（レベル１）とする。 

・逃がし安全弁の作動は冷却材の放出となり，その補給に低圧注水系による注水が必要で

あることを考慮して，低圧注水系が自動起動する原子炉水位低（レベル１）の設定とす

る。 

 

＜参考＞ 

 

 

 

 

・設備の相違 

  

 

 

 

 

 

 

－377cm 

－381cm 

計器誤差（2.0cm） 

計器誤差（2.0cm） 

計器誤差（2.0cm） 

計器誤差（2.0cm） 

セット値 

（ＳＡ－ＡＤＳ） 

セット値 

（ＡＤＳ） 

ＡＤＳ  ：自動減圧系 

ＳＡ－ＡＤＳ ：代替自動減圧機能 

セット値 ：実機の計装設備にセットする値 

計器誤差 ：検出器などの計器誤差に余裕を加算したもの 

原子炉水位低設定値 

（ＡＤＳ，ＳＡ－ＡＤＳ） 
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・逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名   称 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 

個  数 個 ２（予備２） 

容  量 Ah/個 約 24 

【設 定 根 拠】 

常設直流電源が喪失した場合，逃がし安全弁（２個）の駆動が可能なように主蒸気逃がし

安全弁用蓄電池を設置する。 

 

１．容量 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の容量は，逃がし安全弁を作動させるために必要な容量を基

に設定する。 

逃がし安全弁を作動させるために必要な容量は，直流電源設備に要求している 24 時間の

容量とし以下のとおり。 

   ）〕Ｉ（ＩＫ）＋・・・・Ｉ（ＩＫ）Ｉ（Ｉ＋ＫＩ〔Ｋ
Ｌ

Ｃ １ｎｎｎ２３３１３２１１ 
1

  

ここに Ｃ：＋10℃における定格放電率換算容量（Ah） 

Ｌ：保守率＝0.8 

Ｋ：放電時間，蓄電池の最低温度（＋10℃）及び許容できる最低電圧（1.75V／セル）

によって決められる容量換算時間（時）＝26.6 

Ｉ：放電電流（A）＝1.3 

サフィックス 1，2，3・・・・，ｎ：放電電流の変化の順に付番による。 

 

    44Ah1.326.6
0.8

１
ＩＫ

Ｌ

１
Ｃ 11   

 

以上より，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池は，２台分を必要容量(48Ah＝24Ah×２台)とする。 

 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池は，24 時間にわたり逃がし安全弁（２個）を連続開可能な

容量を有するものを１セット２個使用する。保有数は１セット２個に，故障時及び保守点検

による待機除外時のバックアップ用として１セット２個を分散して保管する。 

 

 

・設備の相違 
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・高圧窒素ガスボンベ 

名   称 高圧窒素ガスボンベ 

容量 ℓ/本 約 47 

最高使用圧力 MPa 

 

約 15 注 1 

【設 定 根 拠】 

高圧窒素ガスボンベは可搬型重大事故等対処設備として設置する。 

 

高圧窒素ガスボンベは，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事

故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を作動させ，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために設置する。 

 

1．容量 

高圧窒素ガスボンベの容量は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を 7 日間，開保持

するために必要な窒素ガス量を確保している。確保量の根拠は以下のとおり。 

 

 

1.1 窒素ガス消費量 

 

 

注1 最高充填圧力を示す。 

 

 

名   称 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

容    量 ℓ/個 約 47  

最高使用圧力 MPa 

 

約 15 

【設 定 根 拠】 

窒素ガスボンベは可搬型重大事故等対処設備として設置する。 

 

窒素ガスボンベは，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対

処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，逃がし安全弁を作動させ，原子炉冷却材圧力バウン

ダリを減圧するために設置する。 

 

１．容量 

窒素ガスボンベの容量は，事故発生から原子炉隔離時冷却ポンプが８時間運転している

間に逃がし弁機能による動作に必要な窒素ガス量および逃がし安全弁を７日間開保持す

るために必要な窒素ガス量を確保している。確保量の根拠は以下のとおり。 

 

（１）窒素ガス消費量 

ａ．逃がし弁機能を動作するための消費量 ：       m3[normal] 

Q1＝Ｑ[m3[normal]/回]×Ａ[回] 

  ＝       [m3[normal]/回]×     [回] 

  ＝       ≒       m3[normal] 

 

ｂ．逃がし安全弁６弁を７日間開保持するための消費量：      m3[normal] 

Q2＝λ[L/min/個]×D[day]×24[hr]×60[min]×N[個] 

＝       ×7×24×60×６ 

＝         ≒       m3[normal] 

 

ここで，各設計値は下記のとおりとなる。 

Ｑ：１回あたりの標準状態における窒素ガス消費量＝        [m3[normal]/回] 

Ａ：最も作動回数が多い全交流動力電源喪失シナリオにおける 

SRV作動回数＝       [回] 

λ：逃がし安全弁１個あたりの系統漏えい量＝        [L/min/個] 

Ｄ：開保持期間（７日間）＝７[day] 

 

 

 

 

・設備の相違 
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（２）窒素ガスボンベによる供給量 

m1：逃がし弁機能を動作するためのボンベ個数 

m2：逃がし安全弁６弁を７日間開保持するためのボンベ個数 

Q1：逃がし弁機能を動作するための窒素ガス消費量：      m3[normal] 

Q2：逃がし安全弁６弁を７日間開保持するための窒素ガス消費量：      m3[normal] 

P1：窒素ガスボンベ初期圧力：14.7 [MPa] 

P2：窒素ガスボンベ必要圧力：      [MPa] 

Pa：大気圧：0.101325[MPa] 

Ｖ：ボンベ容量：46.7[L/個] 

 

ａ．原子炉隔離時冷却ポンプが運転している間の逃がし弁機能を動作するためのボンベ個

数 

ｍ1＝Q1÷｛（P1＋Pa）－（P2＋Pa）｝×Pa÷Ｖ×1000 

  ＝      ÷｛（14.7＋0.101325）－（       ＋0.101325）｝×0.101325÷46.7×1000 

  ＝        ≒       [個] 

 

ｂ．逃がし安全弁６弁を７日間開保持するためのボンベ個数 

ｍ2＝Q2÷｛（P1＋Pa）－（P2＋Pa）｝×Pa÷Ｖ×1000 

  ＝      ÷｛（14.7＋0.101325）－（      ＋0.101325）｝×0.101325÷46.7×1000 

  ＝       ≒      [個] 

 

ｃ．必要ボンベの個数 

ｍ1＋ｍ2＝         ＋        ＝         ≒ 15[個] 

 

以上より，必要ボンベ個数は 15個（約 47 L／個）である。この 15個に加えて，故障時

のバックアップ及び保守点検による待機除外時のバックアップを確保する。 

本設備は，最大で５個同時に保守点検を実施する運用としたうえで，故障時のバックアッ

プ及び保守点検による待機除外時のバックアップとして，５個以上を確保する。 

以上から，合計で 20個以上を確保することとし，余裕を見て 30個保有する。 

 

３. 最高使用圧力  

  窒素ガスボンベの最高使用圧力は，ボンベの最高充填圧力である約 15MPaとする。 
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・高圧窒素ガス供給系 

 

 

 

 

 

名   称 窒素ガス供給設備 

供給圧力 MPa   以上 

【設 定 根 拠】 

窒素ガス供給設備は，常用重大事故対処設備として設置する。 

 

  窒素ガス供給系は，格納容器圧力が上昇した場合，これによる背圧の影響をうけ，逃がし

安全弁エアシリンダで発生する作動力が減少するため，背圧対策として，格納容器圧力が２

倍（２Pd）となった場合においても逃がし安全弁を問題無く作動させることを考慮し，供給

圧力を       MPa以上とする。 

 

１. 逃がし安全弁の開動作条件 

逃がし安全弁の開条件は次式で表される。 

 

   
  

 
           

   

 
    ・・・① 

ここに， 

FN：逃がし安全弁窒素ガス供給設備によるピストン押上げ力 

FN=PN×S2 

PN：逃がし安全弁窒素ガス供給設備圧力 

S2：ピストン受圧面積         [mm2] 

FR：原子炉圧力による弁体の揚力 

FR＝    [N] 

※安全側の過程として原子炉圧力として大気圧を用いている 

ｎ：レバー比 

ｎ＝   

FS2：シリンダスプリング荷重 

FS2＝                    [N] 

FV：可動部重量 

FV＝       [N] 

FP：格納容器圧力によるピストン押下げ力 

FP＝PP×S2 

PP：格納容器圧力(0.853[MPa]を想定する) 

FS1:弁本体のスプリング荷重 

FS1＝                  [N] 

FF：ピストン Oリング摩擦力 

FF＝                  [N] 

 
 

 

・設備の相違 
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上記に基づき評価を行った結果，PN≧        [MPa]のとき，①式の逃がし安全弁の開条件

が成立する。 

したがって，逃がし安全弁窒素ガス供給設備が        [MPa]以上のとき，格納容器圧力が

最高使用圧力の２倍の圧力であっても，逃がし安全弁は開可能である。 

 

 

図１ 逃がし安全弁 機構概要図 
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46-7 

接続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-7 接続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接続箇所：可搬型設備を常設設備に接続する箇所 

    ：重大事故等対処設備を示す。 
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図1 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続部詳細図（6 号炉） 図１ 接続図（主蒸気逃がし安全弁蓄電池） 
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図2 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の接続部詳細図（7 号炉） 図２ 逃がし安全弁窒素ガス供給系に係る機器(窒素ガスボンベ)の接続部詳細図 
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図3 高圧窒素ガス供給系に係る機器（高圧窒素ガスボンベ） 

の接続部詳細図 

図３ 逃がし安全弁窒素ガス供給系に係る機器(窒素ガスボンベ)の接続部詳細図 
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図4 高圧窒素ガス供給系に係る機器（高圧窒素ガスボンベ）の接続部詳細図 
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46-8

保管場所図 

46-8 保管場所図
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図1 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図（6 号炉 原子炉建屋地上4 階） 図１ 窒素ガスボンベ等の配置図 
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図2 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図（6 号炉 原子炉建屋地下1 階） 
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図3 高圧窒素ガス供給系に係る機器（ボンベ）の配置図（7 号炉 原子炉建屋地上4 階） 

 

 

  

46補-104



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図4 逃がし安全弁用可搬型蓄電池の配置図（7 号炉 原子炉建屋地下1 階） 
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アクセスルート図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-9 アクセスルート図 
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図1 屋内アクセスルート ルート図（1/6） 図１ 屋内アクセスルート（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池） ルート図（１／４） 
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図2 屋内アクセスルート ルート図（2/6） 図２ 屋内アクセスルート（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池） ルート図（２／４） 
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図3 屋内アクセスルート ルート図（3/6） 図３ 屋内アクセスルート（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池） ルート図（３／４） 

46補-109



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図4 屋内アクセスルート ルート図（4/6） 図４ 屋内アクセスルート（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池） ルート図（４／４） 
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図5 屋内アクセスルート ルート図（5/6） 図５ 屋内アクセスルート（窒素ガスボンベ） ルート図（１／４） 
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図6 屋内アクセスルート ルート図（6/6） 図６ 屋内アクセスルート（窒素ガスボンベ） ルート図（２／４） 
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図７ 屋内アクセスルート（窒素ガスボンベ） ルート図（３／４） 
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図８ 屋内アクセスルート（窒素ガスボンベ） ルート図（４／４） 
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46-10

その他設備 

46-10 その他設備
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以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための自主対策設備の概要を示す。 

（1）タービンバイパス弁，タービン制御系

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健全で，復水器真空が維持できている場合に，

タービンバイパス弁を開操作することで原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。

以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための自主対策設備の概要を示す。 

(1) タービンバイパス弁

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健全で，復水器真空が維持できている場合に，

タービンバイパス弁を開操作することで原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。

図１ タービン制御系 概要図 図１ タービンバイパス弁による減圧 概略系統図 ・設備の相違

（2）直流給電車

直流給電車は，可搬型代替交流電源設備（電源車）の交流電源を整流することにより，直流電

源を供給することができ，直流 125V 主母線に接続することで，逃がし安全弁の機能を回復させ

て原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

単線結線図について，補足説明資料 46-2-2,3 に示す。 

(2) 直流給電車

直流給電車は，高圧発電機車の交流電源を整流することにより，直流電源を供給す

ることができ，115V-B 系の直流母線に接続することで，逃がし安全弁の機能を回復

させて原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

単線結線図について，補足説明資料 46-2-2,3 に示す。 

（3）代替逃がし安全弁駆動装置

代替逃がし安全弁駆動装置は，高圧窒素ガス供給系が機能喪失した場合においても，逃がし安

全弁の開操作を可能とし，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう，窒素ガス供給

を行うことができる。 

本系統は，高圧窒素ガスボンベ，減圧弁等により構成する。また，高圧窒素ガスは，逃がし安

全弁のうち自動減圧機能なしの 4個（6号炉において B21-F001D,E,K,U，7号炉において

B21-F001D,E,K,U）へ供給される。 

なお，本系統は，既設の高圧窒素ガス供給系とは別に，高圧窒素ガスボンベを配備する。 

本系統は，電磁弁操作を必要とせず，高圧窒素ガス供給系が機能喪失した場合に，自動減圧機能

なしの4個（6号炉においてB21-F001D,E,K,U，7号炉においてB21-F001D，E,K,U）へ，高圧窒素ガ

スボンベの窒素ガスを減圧し，供給を行う。また，設置する設備はすべて現場手動操作を行うも

のとし，電源に依存しないものとする。 

(3) 窒素ガス代替供給設備

窒素ガス代替供給設備は，窒素ガス供給系が機能喪失した場合においても，逃がし

安全弁の開操作を可能とし，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう，

窒素ガス供給を行うことができる。 

本系統は，窒素ガスボンベ，減圧弁等により構成する。また，窒素ガスは，逃がし

安全弁のうち自動減圧機能なしの２個へ供給される。 

なお，本系統は，既設の窒素ガス供給系とは別に，窒素ガスボンベを配備する。 

本系統は，電磁弁操作を必要とせず，窒素ガス供給系が機能喪失した場合に，自動減圧機

能なし２個（RV202-1A，1J）へ，窒素ガスボンベの窒素ガスを減圧し，供給を行う。また，

設置する設備はすべて現場手動操作を行うものとし，電源に依存しないものとする。 

・設備の相違

・設備の相違
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図２ 窒素ガス代替供給設備による減圧 概略系統図 ・設備の相違
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 (4) 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 

常設直流電源及び主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）の電源供給またはＳＲＶ用電

源切替盤を用いた可搬型直流電源設備による電源供給が不可能となり逃がし安全弁を解放で

きない場合において，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）を中継端子箱に接続し，

逃がし安全弁（RV202-1B,1M）を解放することにより原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

 

・設備の相違 

  

  

 
図３ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）接続による減圧 概略系統図 
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図４ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 配置図 
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（参考） 

逃がし安全弁の機能 

逃がし安全弁は，以下 3つの機能を有する。 

a.逃がし弁機能

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑えるた

め，原子炉圧力高の信号によりアクチュエータのピストンを駆動して強制的に開放する。18 個

の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

b.安全弁機能

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑えるた

め，逃がし弁機能のバックアップとして，圧力の上昇に伴いスプリングに打ち勝って自動開放さ

れることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷な圧力変化の場合にも原子炉圧力が最

高使用圧力の 1.1 倍を超えないように設計されている。18 個の逃がし安全弁は，すべてこの機

能を有している。 

c.自動減圧機能

自動減圧機能は，非常用炉心冷却系の一部であり，原子炉水位低とドライウェル圧力高の同時

信号により，ピストンを駆動して逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を強制的に開放し，LOCA 時

等に原子炉圧力を速やかに低下させて，低圧注水系の早期の注水を促す。 

18 個の逃がし安全弁のうち，8 個がこの機能を有している。 

参考資料 

逃がし安全弁の機能について 

逃がし安全弁は，以下の 3 つの機能を有する。 

（１）逃がし弁機能

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるため，原子炉圧力高の信号によりアクチュエータのピストンを駆動して強制的

に開放する。12 個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

（２）安全弁機能

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を

抑えるため，逃がし弁機能のバック・アップとして，圧力の上昇に伴いスプリングに

打ち勝って自動開放されることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷な圧

力変化の場合にも原子炉圧力が最高使用圧力の 1.1 倍を超えないように設計されて

いる。12 個の逃がし安全弁は，すべてこの機能を有している。 

（３）自動減圧機能

自動減圧機能は，非常用炉心冷却系の一部であり，原子炉冷却水位低と格納容器圧力高の

同時信号により，ピストンを駆動して逃がし安全弁を強制的に開放し，中小破断事故時に原

子炉圧力を速やかに低下させて，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系の早期の注水を促す。 

12個の逃がし安全弁のうち，６個がこの機能を有している。 

・設備の相違

・設備の相違

・炉型の違い

・設備の相違
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図３ 逃がし安全弁 設備概要図 図５ 逃がし安全弁構造図 
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逃がし安全弁動作時の機構 

（安全弁機能） 

逃がし弁機能のバックアップとして，蒸気圧力（原子炉圧力）の上昇に伴いスプリングに打ち勝

って自動開放される。 

逃がし安全弁動作時の機構 

（安全弁機能） 

逃がし弁機能のバック・アップとして，蒸気圧力（原子炉圧力）の上昇に伴いスプリン

グ力に打ち勝って自動開放される。 

ＡＤＳ作動信号 

（自動減圧機能） （逃がし弁機能） 

ＡＤＳ機能用電磁弁励磁 

（直列―２重化） 

逃がし弁作動信号 

（原子炉圧力高） 

逃がし弁機能用 

電磁弁励磁 

アキュムレータの窒素圧力がシリンダ内のピストンに供給される

ピストンとピストンロッドが上昇し，レバーが動作する 

安全弁本体のスプリング力に打ち勝ち，弁棒をリフトする 

弁体が蒸気圧力（原子炉圧力）によって持ち上げられる 
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1. 概要

本資料は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合である場合，自動減圧系が有する発電

用原子炉の減圧機能喪失（以下「原子炉減圧機能喪失」という。）が発生するおそれがある場

合又は当該事象が発生した場合において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することで，炉

心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備について説明する。 

2. 基本方針

原子炉減圧機能喪失が発生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合において，原

子炉冷却材圧力バウンダリを減圧し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する

ための設備（以下「代替自動減圧機能」という。）を設置する。 

3. 代替自動減圧機能の設計方針

代替自動減圧機能の設計方針を以下に示す。

（1）環境条件

代替自動減圧機能は，中央制御室内及び原子炉建屋原子炉区域内に設置される設備であるこ

とから，想定される重大事故等時における，中央制御室及び原子炉建屋原子炉区域内の環境条

件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができる設計とする。 

（2）操作性

代替自動減圧機能は，原子炉水位が設定値に達すること及び残留熱除去系ポンプ運転中で自

動的にインターロックが動作する設計としており，操作性に関する設計上の考慮は不要であ

る。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，中央制御室の制御盤の阻止スイッチ（ハードスイッチ）

にて操作が可能な設計とする。中央制御室の阻止スイッチを操作するに当たり，操作性を考慮

して十分な操作空間を確保する。また，誤操作防止のために銘板をつけることで識別可能とし，

運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

（3）悪影響防止

代替自動減圧機能は，多重化された自動減圧系と電気的な隔離装置（リレー）を用いて信号

を分離しており，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設計とする。 

（4）耐震性

代替自動減圧機能は，基準地震動 Ssによる地震動に対して，必要な機能を維持する設計と

する 

１．概要 

本資料は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合である場合，自動減圧系が有する原子

炉の減圧機能喪失（以下，「原子炉減圧機能喪失」という。）が発生するおそれがある場合又は

当該事象が発生した場合において，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧することで，炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備について説明する。 

２．基本方針 

原子炉減圧機能喪失が発生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合において，原

子炉冷却材圧力バウンダリを減圧し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する

ための設備（以下，「代替自動減圧機能」という。）を設置する。 

３．代替自動減圧機能の設計方針 

代替自動減圧機能の設計方針を以下に示す。 

(1) 環境条件

代替自動減圧機能は，中央制御室内及び原子炉棟内に設置される設備であることから，想

定される重大事故等時における，中央制御室内及び原子炉棟内の環境条件及び荷重条件を考

慮し，その機能を有効に発揮することができる設計とする。 

(2) 操作性

代替自動減圧機能は，原子炉水位が設定値に達すること及び残留熱除去ポンプ運転（低圧

注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプ運転中で自動的にインターロックが動作する設計

としており，操作性に関する設計上の考慮は不要である。 

自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減圧起動阻止スイッチは，中央制御室の同じ制御

盤の阻止スイッチ（ハードスイッチ）にて操作が可能な設計とする。中央制御室の阻止スイ

ッチを操作するに当たり，操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，誤操作防止

のために銘板をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作

できる設計とする。 

(3) 悪影響防止

代替自動減圧機能は，多重化された自動減圧系と電気的な隔離装置（リレー）を用いて信

号を分離しており，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設計とする。 

(4) 耐震性

代替自動減圧機能は，基準地震動Ｓｓによる地震動に対して，必要な機能を維持する設計

とする。 

・設備の相違

島根２号炉の代替自動減圧ロ

ジック（代替自動減圧機能）

は，残留熱除去ポンプ又は低

圧炉心スプレイポンプ運転の

場合に逃がし安全弁２個を作

動させるインターロックとな

っている

・設備の相違

島根２号炉の自動減圧起動阻

止スイッチ及び代替自動減圧

起動阻止スイッチは，共に中

央制御室の同じ盤に設置して

あり，操作はほぼ同時にでき

ることから，操作時間は柏崎

6/7，東海第二と比較しても大

きく異ならない
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（5）多様性

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，格納容器圧力

高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，原子炉水位低（レベル 1）及び残留

熱除去系ポンプ運転の場合に，減圧自動化ロジックを設け，自動減圧系とは多様性を有する設

計とする。 

(5) 多様性

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，格納容器圧力

高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，原子炉水位低（レベル１）及び残留

熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に，減圧自動化

ロジックを設け，自動減圧系とは多様性を有する設計とする。

代替自動減圧機能のロジック回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位置的分散を図る

ことで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因によって同時に機能を損なわない設計とする。 

代替自動減圧機能は，自動減圧系と共通要因によって同時に機能が損なわれないよう，ロジ

ック回路をアナログ回路で構築することで，ロジック回路をディジタル回路で構築する自動減

圧系に対して多様性を有する設計とする。 

代替自動減圧機能のロジック回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位置的分散を図る

ことで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因によって同時に機能を損なわない設計とする。 

・設備の相違

島根２号炉の自動減圧系はデ

ィジタルではなく，アナログ

である

4．代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策 

代替自動減圧機能は，共通要因によって自動減圧系と同時に機能が損なわれないよう以下の

措置を講じる設計とする。 

代替自動減圧機能の盤は，難燃ケーブルを使用し，耐震性を有した独立の金属筐体に収納し

た自立盤で構成し，火災の発生を防止する設計とする。 

仮に，代替自動減圧機能の盤で火災が発生した場合，複数の感知器で火災を検知し，二酸化

炭素消火器にて運転員により初期消火を行うことから，自動減圧系に対して内部火災及び内部

溢水による悪影響を及ぼさない（なお，中央制御室には溢水源は存在しないことを確認してい

る）。 

自動減圧系と代替自動減圧機能の論理回路は図 1 のとおりであり，論理回路を自動減圧系

に対して独立した構成としており，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

図 2 のとおり検出器（原子炉水位低（レベル 1），残留熱除去系ポンプ吐出圧力高）からの

入力信号については共用しているが，自動減圧系と電気的な隔離装置（リレー）を用いて信号

を分離し，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，論理回路からの作動用電磁弁制御信号についても共用しているが，自動減圧系と電気

的な隔離装置（リレー）を用いて信号を分離しており，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設

計とする。 

原子炉スクラム失敗時に自動減圧が自動起動すると，高圧炉心注水系及び低圧注水系から大

量の冷水が注水され，出力の急激な上昇に繋がるため，自動減圧系の起動阻止スイッチを用い

て，自動起動を阻止する設計とする。 

自動減圧系の起動阻止スイッチは，阻止スイッチ（ハードスイッチ）を共用しているが，ハ

ードスイッチは単純な構造であり，スイッチ接点以降は分離していることから，自動減圧系に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，代替自動減圧機能の論理回路は，他の設備と遮断器又はヒューズによる電気的な分離をす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

４．代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策 

代替自動減圧機能は，共通要因によって自動減圧系と同時に機能が損なわれないよう以下の

措置を講じる設計とする。 

代替自動減圧機能の盤は，難燃ケーブルを使用し，耐震性を有した独立の金属筐体に収納し

た自立盤で構成し，火災の発生を防止する設計とする。 

仮に，代替自動減圧機能の盤で火災が発生した場合，複数の感知器で火災を検知し，二酸化

炭素消火器にて運転員により初期消火を行うことから，自動減圧系に対して内部火災及び内部

溢水による影響は及ぼさない（なお，中央制御室には溢水源は存在しないことを確認してい

る）。 

自動減圧系と代替自動減圧機能の論理回路は図１のとおりであり，論理回路を自動減圧系に

対して独立した構成としており，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計としている。 

図２のとおり検出器（原子炉水位低（レベル１））及び残留熱除去ポンプ又は低圧炉心スプ

レイポンプの遮断器からの入力信号については共有しているが，自動減圧系と電気的な隔離装

置（リレー）を用いて信号を分離し，自動減圧系への悪影響を及ぼさない設計とする。 

原子炉スクラム失敗時に自動減圧が自動起動すると，高圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低

圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系から大量の冷水が注水され，出力の急激な上昇につな

がるため，自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減圧起動阻止スイッチを用いて，自動起動

を阻止する設計とする。 

代替自動減圧起動阻止スイッチは，自動減圧起動阻止スイッチと分離することで，自動減圧

系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，代替自動減圧機能のロジック回路は，他の設備と遮断器又はヒューズによる電気的な

分離をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

・設備の相違

島根２号炉は，悪影響を及ぼ

さないよう考慮して，自動減

圧起動阻止スイッチを２個，

代替自動減圧起動阻止スイッ

チを１個設置しているが，柏

崎 6/7 及び東海第二は，自動

減圧起動阻止用と代替自動減

圧起動阻止用を共用として起

動阻止スイッチを２個設置し

ている。 

島根２号炉は，原子炉水位低

（レベル１）の検出器及び残

留熱除去ポンプ又は低圧炉心

スプレイポンプの遮断器から
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の入力信号を自動減圧系と共

用しており，ロジック回路か

らの作動用電磁弁制御信号に

ついては，自動減圧系と共用

していない 

図１ 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路 図１ 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路図 ・設備の相違
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図２ 信号の分離について 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 信号の分離について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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図３ 代替自動減圧機能及び ESF盤の設置場所 図３ 代替自動減圧機能及び自動減圧継電器盤の設置場所 
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46-12

代替自動減圧機能に関する健全性について 

46-12 代替自動減圧機能に関する健全性について
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1. 設計方針

（1）設置目的

代替自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，自動減圧系が有

する発電用原子炉の減圧機能喪失（以下「原子炉減圧機能喪失」という。）が発生するおそれ

がある場合又は発生した場合に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧し，炉心の著しい損傷及

び原子炉格納容器の破損を防止することを目的とする。 

１．設計方針 

(1) 設置目的

代替自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，自動減圧系が有

する発電用原子炉の減圧機能喪失（以下，「原子炉減圧機能喪失」という。）が発生するおそれ

がある場合又は発生した場合に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧し，炉心の著しい損傷及

び原子炉格納容器の破損を防止することを目的とする。 

（2）原子炉減圧機能喪失の発生要因

原子炉減圧機能喪失は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，自動減圧系が

有する原子炉減圧機能喪失を想定する。 

(2) 原子炉減圧機能喪失の発生要因

原子炉減圧機能喪失は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，自動減圧系が

有する原子炉の減圧機能喪失を想定する。 

（3）代替自動減圧機能に要求される機能

代替自動減圧機能には，発電用原子炉を減圧することが求められており，「実用発電用原子

炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の第四十六条 1（1）

a)に従い，以下の機能を設けている。

・代替自動減圧機能

原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で，逃がし安全弁を作動させる減圧自動化ロ

ジックを設ける。 

(3) 代替自動減圧機能に要求される機能

代替自動減圧機能には，発電用原子炉を減圧することが求められており，「実用発電用原子

炉及びその付属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」第四十六条１（１）ａ）

に従い，以下の機能を設けている。 

・代替自動減圧機能

原子炉水位低（レベル１）かつ残留熱除去ポンプ（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイ

ポンプが利用可能な状態で，逃がし安全弁を作動させる減圧自動化ロジックを設ける。 

・設備の相違

島根２号炉の代替自動減圧

ロジック（代替自動減圧機能）

は，残留熱除去ポンプ又は低

圧炉心スプレイポンプ運転の

場合に逃がし安全弁２個を作

動させるインターロックとな

っている（①の相違） 

（4）代替自動減圧機能の作動ロジック

原子炉減圧機能喪失の要因の一つとして，高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下し，

格納容器圧力高が発生しない場合があるため，原子炉水位の低下を検知することにより代替自

動減圧機能を作動させるものとする。 

代替自動減圧機能の作動ロジックとしては，運転中の検出器故障による不動作を考慮して，

残留熱除去系ポンプ運転中における原子炉水位低（レベル 1）の 2 out of3 論理とする。 

(4) 代替自動減圧機能の作動ロジック

原子炉減圧機能喪失の要因の一つとして，高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下し，

格納容器圧力高が発生しない場合があるため，原子炉水位の低下を検知することにより代替自

動減圧機能を作動させるものとする。 

代替自動減圧機能の作動ロジックとしては，運転中の検出器の故障による不動作を考慮し

て，残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプ運転中における原

子炉水位低（レベル１）の二重の 1 out of 2 論理とする。 

・設備の相違

①の相違

設備設計の違いによるインタ

ーロックの相違 

（5）代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策

代替自動減圧機能故障による自動減圧系の誤動作を防止するため，以下の対策を考慮した設

計とする。 

(5) 代替自動減圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策

代替自動減圧機能故障による自動減圧系の誤動作を防止するため，以下の対策を考慮した設

計としている。 
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a． 代替自動減圧機能の内部構成を多重化（検出器信号の多重化）し，単一故障により誤動作

しない設計とする。 

b． 代替自動減圧機能はロジック成立時に作動信号を励磁出力する設計とし，駆動源である電

源の喪失が生じた場合に誤信号を発信しない設計とする。また，代替自動減圧機能が電源

喪失した場合は，中央制御室に警報を発信することから，故障を早期に把握し，復旧対応

を行うことが可能である。 

c． 代替自動減圧機能の論理回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位置的分散を図るこ

とで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因故障によって同時に機能を損なわれない設計

とすることで基準に適合させる。 

a. 代替自動減圧機能の内部構成を多重化（検出器信号の多重化）し，単一故障により誤動作

しない設計とする。

b. 代替自動減圧機能はロジック成立時に作動信号を励磁出力する設計とし，駆動源である電

源の喪失が生じた場合に誤信号を発信しない設計とする。また，代替自動減圧機能が電源

喪失した場合は，中央制御室に警報を発信することから，故障を早期に把握し，復旧対応

を行うことが可能である。

c. 代替自動減圧機能の論理回路は，多重化された自動減圧系の制御盤と位置的分散を図るこ

とで，地震，火災，溢水等の主要な共通要因故障によって同時に機能を損なわれない設計

とすることで基準に適合させる。

（6）代替自動減圧機能の信頼性評価

代替自動減圧機能の信頼性評価結果として，プラント稼働性に影響を与えるような誤動作率，

及び不動作となる発生頻度を表 1に示す。表 1より，本設備の誤動作によりプラント外乱が発生

する頻度及び不動作の発生頻度も十分小さいことから，高い信頼性を有している。 

なお，誤動作率，不動作の発生頻度の評価の詳細は，参考資料に示す。 

(6) 代替自動減圧機能の信頼性評価

代替自動減圧機能の信頼性評価結果として，プラント稼働性に影響を与えるような誤動作率

及び不動作となる発生頻度を表１に示す。表１より，本設備の誤動作によりプラント外乱が発

生する頻度及び不動作の発生頻度も十分小さいことから，高い信頼性を有している。 

なお，誤動作率，不動作の発生頻度の評価の詳細は参考資料に示す。 

表 1 代替自動減圧機能の信頼性評価結果 

※1：代替自動減圧機能が誤動作する頻度

※2：原子炉減圧機能喪失が発生し，かつ代替自動減圧機能が不動作である事象が発生する頻度

表１ 代替自動減圧機能の信頼性評価結果 

代替自動減圧機能 

誤動作率 ／炉年※１ 

不動作の発生頻度 ／炉年※２ 

※１ 代替自動減圧機能が誤動作する頻度

※２ 原子炉減圧機能喪失が発生し，かつ代替自動減圧機能が不動作である事象が発生する頻度

2. 設備概要

（1）機器仕様

a. 代替自動減圧機能

取付箇所：コントロール建屋 T.M.S.L. 17.3m

設備概要：原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって，設計基準事故対処設備の

発電用原子炉の有する減圧機能が喪失した場合に，炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため，原子炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去

系ポンプ運転状態で逃がし安全弁 4弁を作動させる。 

代替自動減圧機能の主な機能・設備 

・原子炉水位低（レベル 1）及び残留熱除去系ポンプ運転状態による代替自動減圧信号

を発信する回路である。

２．設備概要 

(1) 機器仕様

a. 代替自動減圧機能

取付場所：制御室建物 EL16.9m

設備概要：原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合であって設計基準事故対処設備の発

電用原子炉の有する減圧機能が喪失した場合に，炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損を防止するため，原子炉水位低(レベル１)及び残留熱除去ポン

プ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプが運転状態で逃がし安

全弁２弁を作動させる。 

代替自動減圧機能の主な機能・設備 

・原子炉水位低（レベル１）及び残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉

心スプレイポンプ運転状態による代替自動減圧信号を発信する回路である。

・設備の相違

①の相違

・設備の相違

①の相違
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b. 代替自動減圧機能作動信号 

作動に要する信号：残留熱除去系ポンプ運転中における原子炉水位低（レベル 1）の“2 out 

of 3”信号 

 

設定値：原子炉水位低（レベル 1）：原子炉圧力容器零レベル＊より 936cm以上 

＊原子炉圧力容器零レベルは，蒸気乾燥器スカート下端より 1224cm下 

作動信号：代替自動減圧信号 

  作動信号を発信させない条件：自動減圧起動の阻止スイッチ 

 

b. 代替自動減圧機能作動信号 

作動に要する信号 ：残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポ

ンプ運転中における原子炉水位低（レベル１）の二重の 1 out of 2

信号 

設  定  値 ：原子炉水位低レベル１(気水分離器下端より 381cm下) 

 

作 動 信 号 ：代替自動減圧機能作動信号 

   作動信号を発信させない条件：代替自動減圧起動の阻止スイッチ 

 

・設備の相違 

①の相違 

設備設計の違いによるインタ

ーロックの相違 

 

 

・設備の相違 

 島根２号炉は，代替自動減圧

起動阻止スイッチにより代替

自動減圧ロジック（代替自動

減圧機能）による自動減圧を

阻止する 

 

（2）設定根拠 

代替自動減圧機能作動信号の設定値は以下の事項を考慮して決定する。 

 

原子炉水位低（レベル 1） 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，格納容

器圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，自動減圧系の代替とし

て，発電用原子炉を減圧させるため，残留熱除去系ポンプ運転中のみ，自動減圧系と同

様の原子炉水位低（レベル 1）を設定する。 

 

なお，重大事故時等の有効性評価「高圧注水・減圧機能喪失」において，上記の設定

値（レベル 1）が動作してから 10 分後で逃がし安全弁 4 弁が開くことで，残留熱除去

系を用いた原子炉圧力容器への注水及び除熱を実施することにより，炉心損傷しないこ

とを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 設定値根拠 

代替自動減圧機能作動信号の設定値は以下の事項を考慮して決定する。 

 

原子炉水位低（レベル１） 

過渡事象時に高圧注水機能が喪失し，原子炉水位のみ低下していく事象では，格納容器

圧力高が発生せず，自動減圧系が自動起動しない。そのため，自動減圧系の代替として，

発電用原子炉を減圧させるため，残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心

スプレイポンプ運転中のみ，自動減圧系と同様の原子炉水位低(レベル１)を設定値とす

る。 

 

なお，重大事故時等の有効性評価「高圧注水・減圧機能喪失」において，上記の設定値

（レベル１）が動作してから 10 分後で逃がし安全弁２弁が開くことで，残留熱除去系を

用いた原子炉圧力容器への注水及び除熱を実施することにより，炉心損傷しないことを確

認している。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

①の相違 

 

  

 

・設備の相違 

①の相違  
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（3）設備概要

a. 設置場所

図１ 代替自動減圧機能（盤）設置場所 

(3) 設備概要

a. 設置場所

図１ 代替自動減圧機能（盤）設置場所 
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b. 回路構成

（a）自動減圧系と代替自動減圧機能の回路構成概略及び設計上の考慮

自動減圧系と代替自動減圧機能の論理回路は，信号回路を自動減圧系に対して独立した構成

としており，自動減圧系に悪影響を与えない設計＊とする。 

＊悪影響を与えない設計に関する説明は「46-11 代替自動減圧機能について 4．代替自動減圧

機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策」を参照 

b. 回路構成

(a) 自動減圧系と代替自動減圧機能の回路構成概略及び設計上の考慮

自動減圧系と代替自動減圧機能の論理回路は，信号回路を自動減圧系に対して独立した

構成としており，自動減圧系に悪影響を与えない設計※とする。 

※悪影響を与えない設計に関する説明は，「46‐11 代替自動減圧機能について４．代替自動減

圧機能の不具合による自動減圧系への影響防止対策」を参照 

（b）原子炉圧力を減圧する設備の作動信号のタイマー設定根拠

図 2 タイマー設定根拠 

(b) 原子炉圧力を減圧する設備の作動信号のタイマー設定根拠

COMP T.D 

COMP T.D 

COMP T.D 

COMP T.D 

代替自動減圧機能作動 

Ａ－原子炉水位低（レベル１） 

Ａ－残留熱除去ポンプ又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

（注１） 

（注１） 

（注１） 

（注１） 

水位低 

水位低 

水位低 

水位低 

Ｃ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｂ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｄ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｂ－残留熱除去ポンプ又は 

Ｃ－残留熱除去ポンプ運転 

Ｂ－残留熱除去ポンプ又は 

Ｃ－残留熱除去ポンプ運転 

Ａ－残留熱除去ポンプ又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

(注１；設定値 10分) 

＜記号説明＞ 

・設備の相違

設備設計の違いによるインタ

ーロックの相違
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代替自動減圧機能は，自動減圧系が不動作時に期待される機能であるため，不要な動作を回避

する観点から，作動信号の発信に対してタイマーを設置している。 

自動減圧系本来の安全機能と干渉しないように，自動減圧系の原子炉水位低（レベル 1）後 29

秒で成立する減圧信号より遅く起動する必要がある。また，代替自動減圧機能には，設備誤作動

時に発電用原子炉の運転を阻害しないように起動阻止スイッチ及びリセット回路を設置してい

る。運転員による起動阻止スイッチ及びリセットの判断操作の時間的余裕を考慮し，設備作動ま

でに 10分の時間遅れを設ける。これより，代替自動減圧機能論理回路タイマー設定値は 10分と

する。なお，事象発生から 10分後に代替自動減圧機能ロジックによる減圧で低圧注水系により

十分な炉心冷却が可能である。 

代替自動減圧機能は，自動減圧系が不動作時に期待される機能であるため，不要な動作を回避

する観点から，作動信号の発信に対してタイマーを設置している。 

自動減圧系本来の安全機能と干渉しないように，自動減圧系の原子炉水位低（レベル１）後

120秒で成立する減圧信号より遅く起動する必要がある。また，代替自動減圧機能には，設備誤

作動時に発電用原子炉の運転を阻害しないように起動阻止スイッチ及びリセット回路を設置し

ている。運転員による起動阻止スイッチ及びリセットの判断操作の時間的余裕を考慮し，設備作

動までに 10 分の時間遅れを設ける。これより，代替自動減圧機能ロジック回路タイマー設定値

は 10分とする。なお，事象発生から 10分後に代替自動減圧機能ロジックによる減圧で低圧注水

系により十分な炉心冷却が可能である。 

・自動減圧系の作動遅れ時間の

相違

表 2 代替自動減圧機能の作動遅れ時間 

※：低圧注水ポンプの確立に要する時間を考慮 

表２ 代替自動減圧機能の作動遅れ時間 

ＡＤＳ起動遅延 

自動減圧系自動起動信号 2分 

代替自動減圧機能自動起動信号 10分 

・自動減圧系の作動遅れ時間の

相違
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参考資料 

代替自動減圧機能の信頼性評価 

参考資料 

代替自動減圧機能の信頼性評価 

１．誤動作率評価 

プラント運転中に代替自動減圧機能が誤動作した場合，プラントの出力運転に外乱を与える

こととなる。ここでは，代替自動減圧機能の設計情報を基に，フォールトツリーを用いて代替

自動減圧機能の誤動作率を評価する。代替自動減圧機能の誤動作率の評価に係る回路の概略図

を図１に示す。また，フォールトツリーの概略図を図２に示す。 

フォールトツリーを構築する際の考え方は，基本的に島根原子力発電所２号炉における確率

論的リスク評価と同じ考え方とした。評価に関して適用した仮定及びデータ等は以下のとお

り。 

・回路の構成部品等，機器の故障率は，日本原子力技術協会「故障件数の不確実さを考慮し

た国内一般機器故障率の推定（2009 年 5 月）（国内一般故障率 21 ヵ年データ）時間故障

率」に記載の値を参照した。パラメータを表１に示す。

これらの考え方をもとに評価した各回路の誤動作確率を表２に示す。また，論理回路のみの

誤動作確率を表３に示す。その結果，表２より，代替自動減圧機能の誤動作確率は

／時間（  ／炉年），表３より，代替自動減圧機能の誤動作確率（共用部を含めない

範囲）は  ／時間（  ／炉年）という評価結果となり信頼度は高い。 
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表１ 各構成部品の故障率 

構成部品 故障率（誤動作率（／時間））※１ 

検出器（水位） 2.2×10-８ 

警報設定器 9.5×10-９ 

リレー 3.0×10-９ 

遅延リレー 4.7×10-９ 

※１ 日本原子力技術協会「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定

（2009 年 5 月）（国内一般故障率 21 ヵ年データ）時間故障率」に記載の値を参照し

た。 

表２ 誤動作確率評価結果一覧 

評価範囲 誤動作確率 

代替自動減圧（回路Ａ） ／炉年 

代替自動減圧（回路Ｂ） ／炉年 

代替自動減圧機能誤動作確率 
／炉年 

／時間※２ 

※２ 年間当たりの誤動作確率を 8760 時間で割ることにより，単位時間当たりの誤動作確

率を算出した。 

表３ 誤動作確率評価結果一覧（共用部を含めない範囲） 

評価範囲 誤動作確率 

代替自動減圧（回路Ａ） ／炉年 

代替自動減圧（回路Ｂ） ／炉年 

代替自動減圧機能誤動作確率 
 ／炉年 

 ／時間※３ 

※３ 年間当たりの誤動作確率を 8760 時間で割ることにより，単位時間当たりの誤動作確率

を算出した。 
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図1 誤動作率評価モデル 

 

 

 

図１ 誤動作率の評価に適用したロジックのモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COMP T.D 

 

COMP T.D 

 

COMP T.D 

 

COMP T.D 

 

代替自動減圧機能作動 

Ａ－原子炉水位低（レベル１） 

Ａ－残留熱除去ポンプ又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

 

 

水位低 

水位低 

水位低 

水位低 

代替自動減圧 

（回路Ａ） 

代替自動減圧 

（回路Ｂ） 

<記号説明> 

Ｃ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｂ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｄ－原子炉水位低（レベル１） 

Ａ－残留熱除去ポンプ又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

Ｂ－残留熱除去ポンプ又は 

Ｃ－残留熱除去ポンプ運転 

Ｂ－残留熱除去ポンプ又は 

Ｃ－残留熱除去ポンプ運転 
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図2 誤動作率評価フォルトツリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 誤動作率の評価に適用したフォールトツリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回路Ａと同様） 

代替自動減圧機能 

誤動作確率 

代替自動減圧 

（回路Ａ）故障 

代替自動減圧 

（Ａ信号）故障 

 凡例 

：ＯＲ論理  

：ＡＮＤ論理 

代替自動減圧 

（Ｃ信号）故障 

代替自動減圧 

（回路Ｂ）故障 

ポンプ起動 

ロジック回路 

（Ａ信号）故障 

原子炉水位低 

ロジック回路 

（Ａ信号）故障 

ポンプ起動 

ロジック回路 

（Ｃ信号）故障 

原子炉水位低 

ロジック回路 

（Ｃ信号）故障 
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２．不動作の発生頻度 

代替自動減圧機能が動作を要求されるプラント状態に至った際に代替自動減圧機能が動作

しない確率（不動作確率）を，フォールトツリーにより評価した。代替自動減機能の不動作確

率の評価に係る回路の概略図を図３に示す。また，フォールトツリーの概略図を図４に示す。 

フォールトツリーを構築する際の考え方は，基本的に島根原子力発電所２号炉における確率

論的リスク評価と同じ考え方とした。評価に関して適用した仮定及びデータ等は以下のとお

り。 

・回路の構成部品等，機器の故障率は，日本原子力技術協会「故障件数の不確実さを考慮し

た国内一般機器故障率の推定（2009 年 5 月）（国内一般故障率 21 ヵ年データ）時間故障

率」に記載の値を参照した。パラメータを表４に示す。

・共通原因故障（ＣＣＦ）のモデル化にはＭＧＬ法を用いた。

・故障確率 P＝1＋(１/λT)[exp(-λT)-1]（≒λT/2）で評価した。

（λ：故障率，T：健全性確認間隔）

また，この非信頼度と，内部事象ＰＲＡにおいて代替自動減圧に期待する状況の発生頻度※

の積をとることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，自動減圧系によ

る原子炉の減圧機能が喪失し，かつ代替自動減圧機能の故障により緩和機能が動作しない状態

の発生頻度，つまり，代替自動減圧機能不動作の頻度を求めた。 

各回路の非信頼度を求めた結果を表５に示す。また，共用部を含めない範囲の非信頼度を表

６に示す。その結果，表５より，代替自動減圧機能の非信頼度（不動作確率）は

表６より代替自動減圧機能の非信頼度（不動作確率）（共用部を含めない範囲）は

という評価結果となった。 

代替自動減圧機能の非信頼度（不動作確率）に，内部事象ＰＲＡにおいて代替自動減圧に期

待する状況の発生頻度（5.1×10－９／炉年）を乗算することにより，代替自動減圧機能の非信

頼度（不動作の発生頻度）  ／炉年，共用部を含めない範囲の非信頼度（不動作の

発生頻度）  ／炉年が求められ信頼度は高い。 

※ 代替自動減圧機能によって炉心損傷頻度の低下に期待できる状況は，重大事故等対処設備

には期待しない前提でのＰＲＡモデルから評価した。これに該当する事故シーケンスグル

ープは高圧注水・減圧機能喪失（5.1×10－９／炉年）であることから，これらの炉心損傷

頻度の和が当該状況の発生頻度となる。なお，他の重大事故等防止対策（高圧原子炉代替

注水系等）を期待すると当該状況の発生頻度はより小さな値となる。
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表４ 各構成部品の故障率 

構成部品 
故障率 

（不動作率（／時間））※４ 

健全性確認間隔 

（／時間） 

検出器（水位） 1.4×10－８ 8760 

警報設定器 2.3×10－９ 8760 

リレー 1.5×10－９ 8760 

遅延リレー 4.7×10－９ 8760 

ヒューズ 5.5×10－９ 24※５ 

電源装置 6.6×10－９ 24※５ 

※４ 日本原子力技術協会「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定

（2009 年 5 月）（国内一般故障率 21 カ年データ）時間故障率」に記載の値を参照

した。 

※５ 常時監視下で健全性が確認されていることから，24時間で評価した。

表５ 非信頼度の評価結果一覧 

評価範囲 非信頼度 

代替自動減圧（回路Ａ） 

代替自動減圧（回路Ｂ） 

代替自動減圧機能の非信頼度 
／炉年※６ 

※６ 内部事象ＰＲＡにおいて代替自動減圧回路に期待する状況（高圧注水・減圧機能喪

失）の発生頻度（5.1×10－９／炉年）を乗じ，代替自動減圧機能の不作動の発生頻

度を算出。 

表６ 非信頼度の評価結果一覧（共用部を含めない範囲） 

評価範囲※７ 非信頼度 

代替自動減圧（回路Ａ） 

代替自動減圧（回路Ｂ） 

代替自動減圧機能の非信頼度 
／炉年※８ 

※７ 検出器等の共用部の故障を考慮していない。

※８ 内部事象ＰＲＡにおいて代替自動減圧回路に期待する状況（高圧注水・減圧機能喪失）

の発生頻度（5.1×10－９／炉年）を乗じ，代替自動減圧機能の不作動の発生頻度を算出。 
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図3 アンアベイラビリティ評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 非信頼度の評価に適用したロジックのモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COMP T.D 

 

COMP T.D 

 

COMP T.D 

 

COMP T.D 

 

代替自動減圧機能作動 

Ａ－原子炉水位低（レベル１） 

Ａ－残留熱除去ポンプ又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

 

 

水位低 

水位低 

水位低 

水位低 

代替自動減圧 

（回路Ａ） 

代替自動減圧 

（回路Ｂ） 

<記号説明> 

Ｃ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｂ－原子炉水位低（レベル１） 

Ｄ－原子炉水位低（レベル１） 

Ａ－残留熱除去ポンプ又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

Ｂ－残留熱除去ポンプ又は 

Ｃ－残留熱除去ポンプ運転 

Ｂ－残留熱除去ポンプ又は 

Ｃ－残留熱除去ポンプ運転 
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図4 アンアベイラビリティ評価フォルトツリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 検出器の共通原因故障は各ロジック回路で考慮している。 

 

 

 

 

図４ 非信頼度の評価に適用したフォールトツリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（回路Ａと同様） 

代替自動減圧機能 

非信頼度 

代替自動減圧 

（回路Ａ）故障 

代替自動減圧 

（Ａ信号）故障 

代替自動減圧 

（回路Ｂ）故障 

 凡例 

：ＯＲ論理  

：ＡＮＤ論理 

代替自動減圧 

（Ｃ信号）故障 

ポンプ起動 

ロジック回路 

（Ａ信号）故障 

原子炉水位低 

ロジック回路 

（Ａ信号）故障 

ポンプ起動 

ロジック回路 

（Ｃ信号）故障 

原子炉水位低 

ロジック回路 

（Ｃ信号）故障 
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46-13 

原子炉建屋ブローアウトパネルについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-13 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルについて 
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1. はじめに 

原子炉建屋ブローアウトパネルについては，重大事故等発生時に機能を期待することから，重

大事故等対処設備として取り扱うこととした。 

以降，当該設備に期待する機能及び設計方針について説明する。 

 

１．はじめに 

 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルについては，重大事故等発生時に機能を期待するこ

とから，重大事故等対処設備として取り扱うこととした。 

 以降，棟外設備に期待する機能及び設計方針について説明する。 

 

2. 原子炉建屋ブローアウトパネルに期待する機能 

(1) 開放機能 

重大事故等対策の有効性評価のうち，格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）

においては，原子炉格納容器外かつ原子炉建屋原子炉区域（以下，「原子炉区域」という。）で

低圧設計配管が破断することを想定しているため，原子炉区域で瞬時に減圧沸騰して大量の水

蒸気が発生する。このため，原子炉区域の圧力が急上昇するが，開放設定圧力である約

4kPa[gage]以下に到達した時点で原子炉建屋オペレーティングフロアに設置した原子炉建屋

ブローアウトパネルが自動的に開放し，原子炉区域内を減圧する。 

また，開放した原子炉建屋ブローアウトパネルの開口面（全面）を経由して外気と熱交換が

行われることにより原子炉区域内でも人力での操作が可能となる。インターフェイスシステム

LOCA 発生時には，基本的には中央制御室で隔離弁を閉操作するが，万が一中央制御室から操

作できない場合には，現場で隔離弁を操作することとしている。 

なお，原子炉区域内の環境の観点からの本要件は，所定の時間内に原子炉区域内の圧力及び

温度を低下させることが可能であれば，ブローアウトパネル以外の設備で対応することも考え

られる。 

 

２．原子炉建物ブローアウトパネルに期待する機能 

（１）開放機能 

 重大事故等対策の有効性評価のうち，格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）

においては，原子炉格納容器外かつ原子炉建物原子炉棟（以下，「原子炉棟」という。）で低

圧設計配管が破断することを想定しているため，原子炉棟で瞬時に減圧沸騰して大量の水蒸

気が発生する。このため，原子炉棟の圧力が急上昇するが，開放設定圧力である約４

kPa[gage]以下に到達した時点で原子炉建物オペレーティングフロアに設置した原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルが自動的に開放し，原子炉棟内を減圧する。 

 また，開放した原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの開口面（全面）を経由して外

気と熱交換が行われることにより原子炉棟内でも人力での操作が可能となる。インターフェ

イスシステム LOCA発生時には，基本的には中央制御室で隔離弁を閉操作するが，万が一中

央制御室から操作できない場合には，現場で隔離弁を操作することとしている。 

   なお，原子炉棟内の環境の観点からの本要件は，所定の時間内に原子炉棟内の圧力及び温

度を低下させることが可能であれば，ブローアウトパネル以外の設備で対応することも考え

られる。 

 

(2) 閉じ込め機能 

重大事故等対策の有効性評価のうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）（以下，「大 LOCA シナリオ」という。）においては，中央制御室の運転員等の被ばく

低減のために非常用ガス処理系（以下，「SGTS」という。）によって原子炉区域内を負圧に維持

するため，原子炉区域のバウンダリの一つである原子炉建屋ブローアウトパネルについても閉

状態を維持し，放射性物質を閉じ込める。 

 

（２）閉じ込め機能 

   重大事故等対策の有効性評価のうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（以下，「大 LOCAシナリオ」という。）においては，中央制御室の運転員等の被ば

く低減のため非常用ガス処理系（以下，「SGTS」という。）によって原子炉棟内を負圧に維持

するため，原子炉棟のバウンダリの一つでもある原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル

及び主蒸気管トンネル室ブローアウトパネルの開口面についても閉状態を維持し，放射性物

質を閉じ込める。 

 

3. 重大事故等対処設備としての原子炉建屋ブローアウトパネルの設計方針 

(1) 設置許可基準規則第 46 条 

原子炉建屋ブローアウトパネルは「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」という。）第 46 条（インターフェイス

システム LOCA 隔離弁）に関連する『常設耐震重要重大事故防止設備』として位置付ける。 

 

このとき，原子炉建屋ブローアウトパネルに要求される機能は 2.(1)に示した開放機能であ

るため，以下の 2 点を満足する設計とする。 

① 原子炉区域の圧力が上昇した際に開放設定圧力である約 4kPa[gage]以下で全パネルが確

実に開放し，かつ以後も原子炉区域の圧力上昇を抑制すること。 

３．重大事故等対処設備としての原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルの設計方針 

（１）設置許可基準規則第 46条 

 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは「実用発電用原子炉及びその付属施設の位

置，構造及び設備の基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」という。）第 46条（イ

ンターフェイスシステム LOCA隔離弁）に関連する『常設耐震重要重大事故防止設備』とし

て位置付ける。 

 このとき，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルに要求される機能は２．（１）に示

した開放機能であるため，以下の２点を満足する設計とする。 

①原子炉棟の圧力が上昇した際に開放設定圧力である約６kPa[gage]以下で全パネルが

確実に開放し，かつ以後も原子炉棟の圧力上昇を抑制すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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② 圧力上昇によって開放する際には所定の時間内に原子炉区域内での操作が可能となる圧

力及び温度に低下させることが可能となる開口面積を満足すること。 

 

②圧力上昇によって開放する際には所定の時間内に原子炉棟内での操作が可能となる圧

力及び温度に低下させることが可能となる開口面積を満足すること。 

(2) 設置許可基準規則第 59 条 

原子炉建屋ブローアウトパネルは設置許可基準規則第 59 条（被ばく線量の低減）に関連す

る『常設重大事故緩和設備』として位置付ける。 

このとき，原子炉建屋ブローアウトパネルに要求される機能は 2.(2)に示した閉じ込め機能

であるため，以下の 2 点を満足する設計とする。 

① 原子炉区域の圧力が上昇しない事象においては全パネルが閉状態を維持すること。 

② SGTS による負圧維持に期待している期間中に想定する重畳事象に対しても閉状態を維

持できる，または開放状態になったとしても容易かつ確実に再閉止できること。また，

現場にて人力により再閉止することができること。 

 

 ・記載方針の相違 

 重大事故緩和設備に位置付け

るブローアウトパネル閉止装

置は 59条にて記載 

(3) 設置許可基準規則第 43 条 

原子炉建屋ブローアウトパネルは(1)(2)の通り常設重大事故等対処設備と位置付けること

から，設置許可基準規則第 43 条第 1 項及び第 2 項に適合する設計とする。 

 

（２）設置許可基準規則第 43条 

  原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは（１）（２）の通り常設重大事故等対処設備と

位置付けることから，設置許可基準規則第 43条第１項及び第２項に適合する設計とする。 

 

4. 結論 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，2.(1)(2)に示す機能を満たすよう，3.(1)(2)(3)で示し

た設計方針で設計する。 

なお，詳細な設計及び手順等については，工事計画認可申請及び保安規定変更認可申請の審

査時に説明する。 

以上 

 

 

添付：柏崎刈羽原子力発電所６ 号及び７ 号炉 原子炉建屋ブローアウトパネルに対する外部事

象防護方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．結論 

 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，２．（１）（２）に示す機能を満たすよう，３．

（１）（２）で示した設計方針で設計する。 

 なお，詳細な設計及び手順等については，工事計画認可申請及び保安規定変更認可申請の審査

時に説明する。 

以上 

 

 

添付：島根原子力発電所２号炉 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルに対する外部事象防

護方針について 
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添付 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉 

原子炉建屋ブローアウトパネルに対する外部事象防護方針について 

 

1. はじめに 

原子炉建屋ブローアウトパネルについては，通常運転時においても原子炉建屋と一体となり，

原子炉建屋原子炉区域負圧維持のための閉じ込め機能に期待をするとともに，重大事故等である

格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA）時における原子炉建屋原子炉区域減圧の

ための開放機能と，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（大 LOCA シ

ナリオ）時における原子炉建屋原子炉区域負圧維持のための閉じ込め機能に期待する重大事故等

対処設備として取り扱うこととした。当該設備に対する外部事象防護方針について以下に示す 

。 

添付 

島根原子力発電所２号機 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルに対する外部事象防護方針について 

 

１．はじめに 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル（以下，「原子炉建物ブローアウトパネル」とい

う。）については，通常運転時においても原子炉建物と一体となり，原子炉建物原子炉棟負圧

維持のための閉じ込め機能に期待をするとともに，重大事故等である格納容器バイパス（イン

ターフェイスシステムＬＯＣＡ）時における原子炉建物原子炉棟減圧のための開放機能と，雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（大ＬＯＣＡシナリオ）時におけ

る原子炉建物原子炉棟負圧維持のための閉じ込め機能に期待する重大事故等対処設備として

取り扱うこととした。当該設備に対する外部事象防護方針について以下に示す。 

 

 

2. 通常運転時における考え方 

設計基準規模の外部事象として，例えば，設計竜巻（最大瞬間風速 92m/s）を想定した場合，

竜巻の気圧差荷重による原子炉建屋ブローアウトパネルの開放が考えられるが，原子炉建屋内の

安全系等の防護対象施設には影響はない。 

また，竜巻による飛来物に対しては，原子炉建屋ブローアウトパネル内側に，例えば竜巻防護

ネットを設置する等，建屋開口部からの飛来物の侵入を防止することで，使用済燃料プール内の

燃料等にも影響はない。 

そのため，設計基準規模の竜巻により設計基準事故には至らない。 

また，第 6 条において選定した竜巻以外の外部事象（風（台風），低温（凍結），降水，積雪，

落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害）

についても同様に，風（台風）であれば竜巻の影響に包絡される，火山（降下火砕物）の影響や

積雪等であれば原子炉建屋ブローアウトパネルの閉じ込め機能には影響しない等により，設計基

準規模の外部事象によって設計基準事故には至らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．通常運転時における考え方 

設計基準規模の外部事象として，例えば，設計竜巻（最大瞬間風速 92m/s）を想定した場合，

竜巻の気圧差荷重による原子炉建物ブローアウトパネルの開放が考えられるが，原子炉建物内

の安全系等の防護対象施設には影響はない。 

また，竜巻による飛来物に対しては，原子炉建物ブローアウトパネル外側に竜巻防護ネット

を設置する等，建物開口部からの飛来物の侵入を防止することで，燃料プール内の燃料等にも

影響はない。 

そのため，設計基準規模の竜巻により設計基準事故には至らない。 

また，第６条において選定した竜巻以外の外部事象（洪水，風（台風），凍結，降水，積雪，

落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，飛来物，ダムの崩壊，火災・爆発，有毒ガス，船

舶の衝突，電磁的障害）についても同様に，風（台風）であれば竜巻の影響に包含される，火

山（降下火砕物）の影響や積雪等であれば原子炉建物ブローアウトパネルの閉じ込め機能には

影響しない等により，設計基準規模の外部事象によって設計基準事故には至らない。 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

 

 

 

・設計方針の相違 

第６条における選定事象の相

違 
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3. 重大事故等発生時における考え方 

(1)考慮すべきシナリオ等の前提の整理 

重大事故等と外部事象の重畳については，以下を念頭に組み合わせを考慮する。 

・重大事故等の発生頻度としては，炉心損傷頻度の性能目標※1,※2である 10-4/炉年 

・重大事故等と外部事象の重畳の判断目安は，航空機落下の判断基準※3,※4や設計基準対象施

設の耐震設計のスクリーニング基準※5の 10-7/年に保守性をもたせた 10-8/炉年 

また，考慮すべきシナリオは図 1 に示す「①外部事象を起因とした重大事故等が発生する場

合」と「②重大事故等発生後に外部事象が発生する場合」に分けて整理する。①は重大事故等対

処設備の保管時，②は重大事故等対処設備の機能要求時に該当することから，その際に考慮すべ

き外部事象については，地震及び津波に加え第 43 条第 1 項及び第 2 項において選定した自然

現象 9 事象（風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物

学的事象）及び外部人為事象 4事象（火災・爆発，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害）とする。 

 

３．重大事故等発生時における考え方 

（１）考慮すべきシナリオ等の前提の整理 

重大事故等と外部事象の重畳については，以下を念頭に組合せを考慮する。 

・重大事故等の発生頻度としては，炉心損傷頻度の性能目標※１，※２である 10－４/炉年 

・重大事故等と外部事象の重畳の判断目安は，航空機落下の判断基準※３，※４や設計基準対

象施設の耐震設計のスクリーニング基準※５の 10－７/年に保守性をもたせた 10－８/炉年 

また，考慮すべきシナリオは図１に示す「①外部事象を起因とした重大事故等が発生する場

合」と「②重大事故等発生後に外部事象が発生する場合」に分けて整理する。①は重大事故等

対処設備の保管時，②は重大事故等対処設備の機能要求時に該当することから，その際に考慮

すべき外部事象については，地震及び津波に加え第 43 条第１項及び第２項において選定した

自然現象 10事象（洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，

生物学的事象）及び外部人為事象６事象（飛来物，ダムの崩壊，火災・爆発，有毒ガス，船舶

の衝突，電磁的障害）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

第 43 条における選定事象の

相違 

 

図 1 重大事故等と外部事象重畳の考慮すべきシナリオ 

 

※1 ： Regulatory Guide 1.174 Rev.1,2002, An Approach for Using Probabilistic Risk 

Assessment in Risk-Informed Decisions on Plant-Specific Changes to the Licensing 

Basis 

※2： 第1 回 原子力規制委員会（平成25 年4 月3 日）資料6-2「放射性物質放出量と発生頻度

との関係（概念図）」 

※3： STANDARD REVIEW PLAN 3.5.1.6 AIRCRAFT HAZARDS 

※4： 実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（平成21・06・25 原院第1 

号。平成21 年6月30 日原子力安全・保安院制定） 

※5： JEAG4601・補-1984「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」 

 

 

図１ 重大事故等と外部事象重畳の考慮すべきシナリオ 

 

※１：Regulatory Guide 1.174 Rev.1,2002, An Approach for Using Probabilistic Risk  

      Assessment in Risk-Informed Decisions on Plant-Specific Changes to the Licensing  

      Basis 

※２：第１回 原子力規制委員会（平成 25年４月３日）資料 6-2「放射性物質放出量と発生頻度

との関係（概念図）」 

※３：STANDARD REVIEW PLAN 3.5.1.6 AIRCRAFT HAZARDS 

※４：実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（平成 21・06・25原院第

１号。平成 21年６月 30日原子力安全・保安院制定） 

※５：JEAG4601・補-1984「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」 

 

(2)原子炉建屋ブローアウトパネルに対する外部事象防護方針 

① 外部事象を起因とした重大事故等が発生する場合 

外部事象を起因とした重大事故等の発生を考慮する場合には，起因事象となる外部事象の発生

頻度と炉心損傷に至る確率を踏まえた上で，原子炉建屋ブローアウトパネルに対する防護方針を

検討する必要がある。 

具体的には，地震 PRA においては，地震を起因とした場合の炉心損傷頻度は 5.2×10-6/年（6 

号炉），5.0×10-6/年（7 号炉）としているため，地震起因の重大事故等に対しては，原子炉建

屋ブローアウトパネルの機能維持に対する考慮が必要となる。 

一方，竜巻等の事象では，2.の通り非常用炉心冷却系等の機器については外殻となる建屋に防

（２）原子炉建物ブローアウトパネルに対する外部事象防護方針 

①外部事象を起因とした重大事故等が発生する場合 

外部事象を起因とした重大事故等の発生を考慮する場合には，起因事象となる外部事象

の発生頻度と炉心損傷に至る確率を踏まえた上で，原子炉建物ブローアウトパネルに対す

る防護方針を検討する必要がある。 

具体的には，地震ＰＲＡにおいては，地震を起因とした場合の炉心損傷頻度は 3.7×10

－６/年としているため，地震起因の重大事故等に対しては，原子炉建物ブローアウトパネ

ルの機能維持に対する考慮が必要となる。 

一方，竜巻等の事象では，２．の通り非常用炉心冷却系等の機器については外殻となる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象 

（起因） 
重大事故等 重大事故等 外部事象 

（従属） （独立） 

①外部事象を起因とした重大事故等が発生する場合 ②重大事故等発生後に外部事象が発生する場合 
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護されているため，炉心損傷の起因事象としては外部電源喪失が考えられ，外部電源喪失が考え

られる竜巻の年超過発生頻度おおよそ 10-4/年（年超過発生頻度 10-3/年以上の竜巻は最大瞬間風

速 10m/s 以下のため）及び外部電源喪失が発生した場合の条件付炉心損傷確率 7.6×10-8（6 号

炉），7.9×10-8（7 号炉）を踏まえると，竜巻を起因とした場合の炉心損傷頻度は(1)の重大事故

等と外部事象の重畳の判断目安に比べて十分低く，竜巻等の事象を起因とした重大事故等が発生

し，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能が必要となる可能性は，十分低いものと考える。 

また，津波や有毒ガス等については，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能に直接影響する事

象ではないことも考慮する必要がある。 

以上を踏まえ，外部事象を起因とした重大事故等の発生に対する原子炉建屋ブローアウトパネ

ルの防護方針は表 1 を示す通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物に防護されているため，炉心損傷の起因事象としては外部電源喪失が考えられ，外部

電源喪失が考えられる竜巻の年超過発生頻度おおよそ 10－４/年（年超過発生頻度 10－３/

年以上の竜巻は最大瞬間風速 30m/s以下のため）及び外部電源喪失が発生した場合の条件

付炉心損傷確率 7.8×10－７を踏まえると，竜巻を起因とした場合の炉心損傷頻度は（１）

の重大事故等と外部事象の重畳の判断目安に比べて十分低く，竜巻等の事象を起因とした

重大事故等が発生し，原子炉建物ブローアウトパネルの機能が必要となる可能性は，十分

低いものと考える。 

また，津波や有毒ガス等については，原子炉建物ブローアウトパネルの機能に直接影響

する事象ではないことも考慮する必要がある。 

以上を踏まえ，外部事象を起因とした重大事故等の発生に対する原子炉建物ブローアウ

トパネルの防護方針は表１を示す通りとする。 

 

 

 

・竜巻影響エリアの違いによる

相違 
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表1 外部事象を起因とした重大事故等の発生に対する 

原子炉建屋ブローアウトパネル（開放機能・閉じ込め機能※）防護方針 

 

※：重大事故等発生前の想定であることから，開放機能及び閉じ込め機能の両方が対象。 

 

表１ 外部事象を起因とした重大事故等の発生に対する 

原子炉建物ブローアウトパネル（開放機能・閉じ込め機能※）防護方針 

 

※：重大事故等発生前の想定であることから，開放機能及び閉じ込め機能の両方が対象。 

・設計方針の相違 

考慮すべき外部事象として選定

した事象の相違 

② 重大事故等発生後に外部事象が発生する場合 

重大事故等発生後において，外部事象が重畳して発生する場合には，重大事故等の発生頻度と

その後に発生する外部事象の年超過発生頻度を踏まえた上で，原子炉建屋ブローアウトパネルに

対する防護方針を検討する必要がある。 

(1)の重大事故等と外部事象の重畳の判断目安 10-8/炉年及び原子炉建屋ブローアウトパネル

の機能に期待している重大事故等対処設備の有効性評価や被ばく評価においては，重大事故等発

生後 7 日迄の期間を評価していることを踏まえて，重大事故等発生後において重畳させる外部

事象の規模としては，プラント寿命期間中に発生する規模の年超過発生頻度 10-2/年を想定し，

②重大事故等発生後に外部事象が発生する場合 

重大事故等発生後において，外部事象が重畳して発生する場合には，重大事故等の発生

頻度とその後に発生する外部事象の年超過発生頻度を踏まえた上で，原子炉建物ブローア

ウトパネルに対する防護方針を検討する必要がある。 

（１）の重大事故等と外部事象の重畳の判断目安 10－８/炉年及び原子炉建物ブローアウ

トパネルの機能に期待している重大事故等対処設備の有効性評価や被ばく評価において

は，重大事故等発生後７日迄の期間を評価していることを踏まえて，重大事故等発生後に

おいて重畳させる外部事象の規模としては，プラント寿命期間中に発生する規模の年超過
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原子炉建屋ブローアウトパネルの機能を損なわない方針とする。 

表2 に重大事故等発生後における外部事象の発生に対する原子炉建屋ブローアウトパネル防

護の考え方を示す。 

重大事故等発生後7 日以降については，原子炉建屋からの大気中への放射性物質（Cs-137）の

累計の放出量には大きな増加はない。また，上記方針に基づき年超過発生頻度10-2/年規模の外部

事象に対して，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能は維持される。 

重大事故等発生後約60 日以降については，設計基準規模の外部事象を想定し，外部事象によ

り原子炉建屋ブローアウトパネルの開放や損傷等があった場合でも，現場作業について外部から

の参集要員等に期待することができることから，原子炉建屋ブローアウトパネルの機能を復旧す

る方針とする。 

なお，地震においては，上記方針に基づき，原子炉冷却材バウンダリや原子炉格納容器バウン

ダリを構成する設備等に対し，重大事故等発生後約3 日以降は弾性設計用地震動Sd，約60 日以

降は基準地震動Ss との組み合わせを考慮している。 

 

発生頻度 10－２/年を想定し，原子炉建物ブローアウトパネルの機能を損なわない方針とす

る。 

表２に重大事故等発生後における外部事象の発生に対する原子炉建物ブローアウトパ

ネル防護の考え方を示す。 

重大事故等発生後７日以降については，原子炉建物からの大気中への放射性物質（Ｃｓ

-137）の累計の放出量には大きな増加はない。また，上記方針に基づき年超過発生頻度

10－２/年規模の外部事象に対して，原子炉建物ブローアウトパネルの機能は維持される。 

重大事故等発生後約 60 日以降については，設計基準規模の外部事象を想定し，外部事

象により原子炉建物ブローアウトパネルの開放や損傷等があった場合でも，現場作業につ

いて外部からの参集要員等に期待することができることから，原子炉建物ブローアウトパ

ネルの機能を復旧する方針とする。 

なお，地震においては，上記方針に基づき，原子炉冷却材バウンダリや原子炉格納容器

バウンダリを構成する設備等に対し，重大事故等発生後約３日以降は弾性設計用地震動

Sd，約 60日以降は基準地震動 Ssとの組合せを考慮している。 

表2 重大事故等発生後における外部事象の発生に対する 

原子炉建屋ブローアウトパネル（閉じ込め機能※）防護方針 

 

※：インターフェイスシステムLOCA 時の開放機能は事象発生後すぐに期待するものであり，

以降も開放維持のため対象外。従って，重大事故等発生後においては，原子炉建屋原子炉区域

負圧維持のための閉じ込め機能が対象。 

表２ 重大事故等発生後における外部事象の発生に対する 

原子炉建物ブローアウトパネル（閉じ込め機能※）防護方針 

 

※：インターフェイスシステムＬＯＣＡ時の開放機能は事象発生後すぐに期待するものであり，

以降も開放維持のため対象外。従って，重大事故等発生後においては，原子炉建物原子炉棟負

圧維持のための閉じ込め機能が対象。 

・設計方針の相違 

考慮すべき外部事象として選

定した事象の相違及び年超過

発生頻度 10－２/年の規模とし

て想定する事象規模の相違

（重大事故等対処設備につい

て 補足説明資料 共-3 と

同様） 
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（表 2 続き） 

 

 

（表２続き） 

 

 

4. まとめ 

原子炉建屋ブローアウトパネルの外部事象防護方針については，2.及び 3.に示す通りとし，

詳細設計等については，工事計画認可申請及び保安規定変更認可申請の審査時に説明する。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

原子炉建物ブローアウトパネルの外部事象防護方針については，２．及び３．に示す通りと

し，詳細設計等については，工事計画認可申請及び保安規定変更認可申請の審査時に説明する。 

 

以 上 
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46-14 

各号炉の弁名称及び弁番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・島根２号炉は単独申請であり，

該当資料なし 
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条文適合性資料本文中の機器名称覧に記載の弁名称については，説明資料の構成上， 

略称等が用いられている場合がある。これらの記載名称と各号炉に設置されている弁 

の正式名称及び弁番号の関係について，下表のとおり整理する。 

 

表1 機器名称覧に記載の弁名称と，正式名称・弁番号の関係について 
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